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第 1 章：序論 

1.1 はじめに 

現在、光ファイバを用いた光通信ネットワークによって、電話、インターネット、並び

にテレビなどのサービスが提供されている。図 1-1 は光通信ネットワークのイメージ図を示

す。光通信ネットワークは主に、家庭やオフィス等のユーザと通信設備センタを結ぶアク

セス系ネットワーク、陸上において設備センタ相互を結ぶコア系ネットワーク、並びに海

底を経由して設備センタ相互を結ぶ海底ネットワークに分類される。光通信ネットワーク

の発展においては、光ファイバの低損失性及び広帯域性の特長から経済効果をもっとも発

揮しやすいコア系ネットワークから光ファイバの導入が開始され、1981 年、マルチモード

光ファイバを用いた中継間隔 20 km（光通信波長 1310 nm、通信速度 32 Mbps）及び 10 km

（光通信波長 1310 nm、通信速度 100 Mbps）の光通信ネットワークが構築された[1-1]。そ

の後、ネットワークの大容量・長距離化が推進され、現在ではコア系ネットワークは 1 ス

パンあたり 80 km の光ファイバに光増幅器を接続し、合計 4 スパン(中継間隔 320 km）から

構成されている。 

図 1-2 はコア系ネットワークにおけるインターネットトラヒック総量の試算を示してお

り[1-2]、[1-3]、近年、インターネットの人口普及率が増大し[1-4]、また、情報通信機器が

多様化され、その保有率が増加される[1-5]とともに、トラヒック総量は年間 200 Gbps ずつ

着実に増大し、10 年から 20 年後には現在の 2 倍から 3 倍の伝送容量が必要になると試算さ

れる。このため、光通信ネットワークの大容量化に関する研究開発が進められ、様々な技

術が導入されている。図 1-3 はコア系ネットワークの大容量化技術における商用化年度と光

ファイバ一芯当たりの伝送容量を示す[1-6]。1980 年代初頭に導入された光通信システムは、

時分割多重(Time division multiplexing : TDM)技術によって1996年までに10 Gbpsまで伝送容

量を拡大し、その後、波長分割多重(Wavelength division multiplexing : WDM)技術との併用に

より、現在では光ファイバ一芯当たりの伝送容量は 1.6 Tbps まで拡大されている。この大容

量化技術とともに、1995 年以降には光増幅技術が商用化され、現在ではエルビウム添加光

ファイバ増幅器(Erbium doped fiber amplifier : EDFA)及び分布ラマン増幅(Distributed Raman 

amplification : DRA)技術が併用されている。 

本章では、光通信ネットワークにおける技術背景を概説し、本研究の目的と位置づけに

ついて述べる。 
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図 1-1 光通信ネットワークのイメージ図 
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図 1-2 コア系ネットワークにおけるインターネットトラヒック総量の試算 
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図 1-3 コア系ネットワークの大容量化技術における商用化年度と光ファイバ一芯当たりの

伝送容量 

1.2 技術背景 

1.2.1 光通信ネットワークにおける大容量化技術 

複数のチャンネルの信号を束ねて 1 本の光ファイバで伝送することを多重化という。現

在導入されている多重化技術には TDM 及び WDM があり、図 1-4 及び図 1-5 にそれぞれ原

理を示す[1-7]。TDM は、複数の低速信号を時間軸上で多重化し、より高速の信号伝送を行

い、分離器で分離された光信号を各送信機のタイミングに合うように対応する受信機によ

って受信する方法である。一方、WDM は、送信側において波長の異なる複数の光信号を波

長軸上で多重化し、より広帯域な信号伝送を行い、光分波器によって分離された光信号を

各送信機の波長に対応する受信機によって受信する方法である。このように、TDM 及び

WDM 技術により、信号を多重化して伝送することによって、光ファイバ一芯当たりの伝送

容量を大容量化することが可能である。尚、WDM は、波長の間隔によって、粗密度

WDM(Coarse wavelength division multiplexing : CWDM)と高密度 WDM（Dense wavelength 

division multiplexing : DWDM)の 2 種類に分類され[1-8]、コア系ネットワークでは主に

DWDM が用いられるため、本研究では WDM として DWDM を想定することとする。 
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図 1-4 TDM 伝送システム 
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図 1-5 WDM 伝送システム 
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図 1-6 最大伝送容量と信号対雑音比の関係 

 

TDM 及び WDM 技術のいずれを用いる場合においても、シャノン理論により伝送容量の

指標となる周波数利用効率 C/WS が信号対雑音比(Signal-to-noise ratio : SNR)によって制限さ

れることが知られている[1-9]。SNR とは、受信機において時間軸上で計測される電気パワ

ーの信号領域と雑音領域の差のことである。図 1-6 は、式(1-1)より求めた SNR に対する C/WS

を示す。 

)1(log/ 2 SNRWC S +=                                               (1-1) 

ここで、C 及び WS は、それぞれ最大伝送容量及び信号帯域を表す。また、図 1-6 より、SNR

の減少とともに周波数利用効率つまり伝送容量が制限されることが分かる。このため、伝

送容量を拡大するためには、TDM 及び WDM 技術を活用するとともに、光増幅技術によっ

て受信機における SNR を改善することが重要である。 

 

1.2.2 光通信ネットワークにおける光増幅技術 

光増幅技術とは、光信号を電気信号に変換することなく、光信号を直接増幅する技術で

あり、ピコ秒以下の短光パルスの増幅が可能である。また、直接的な増幅であるため、出
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力光に入力光の位相情報が保存されるなどのメリットがある。光増幅技術は、動作原理と

して、半導体光増幅器(Semiconductor optical amplifier : SOA)及び希土類添加型光増幅器など

の誘導放出現象を用いるものと、ラマン増幅などの非線形光学現象を用いるものに大別さ

れる[1-10]。誘導放出現象を用いるものは集中型増幅器として使用することが可能であり、

一方、ラマン増幅では集中型だけでなく分布型としても使用することが可能である。 

SOA では、半導体チップに電流を注入することにより反転分布を形成し、反転分布のエ

ネルギー準位に応じた信号光を入射すると誘導放出により信号光が増幅される。小型であ

るため他の光素子との集積化に優れ、また増幅波長帯域の自由度が高いという特長をもつ。

一方では、比較的雑音指数が高く、光ファイバとの結合損失も大きいことから、光増幅器

としての利用例は少なく、半導体集積化回路での波長変換や光路スイッチ等のデバイスと

しての利用が検討されている。 

希土類添加型光増幅器では、希土類を添加した光ファイバに強い光を入射することによ

り反転分布を形成し、反転分布のエネルギー準位に応じた信号光を入射すると誘導放出に

より信号光が増幅される。高効率で低雑音性を実現し、また大出力化や低偏波依存性等の

特性をもつ。一方では、添加した希土類のもつエネルギー準位に依存して増幅波長帯域が

制限されるという欠点をもつ。図 1-7 は、光増幅器と増幅波長帯域の関係を示す[1-11]。図

中のプロットは一般的な光ファイバの伝送損失の測定例を示す。光通信波長帯域は、波長 
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図 1-7 光増幅器と増幅波長帯域の関係 
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1260 から 1675 nm の範囲で使用することが可能であり、それぞれ、O バンド、E バンド、S

バンド、C バンド、L バンド、U バンドと区分されている。現在、伝送損失が小さい 1530

から 1600 nm 帯の C、L バンドがコア系ネットワークでは主に使用されており、希土類添加

型光増幅器としてエルビウムを添加した EDFA が用いられている。また、1310 nm 帯の O

バンドではプラセオジウムを添加した光ファイバ増幅器 (Praseodymium doped fiber 

amplifier : PDFA)があり、1480 nm 帯の S バンド及び 1650 nm 帯の U バンドでは、それぞれ

ツリウムを添加した光ファイバ増幅器(Thulium doped fiber amplifier : TDFA)などがある。 

ラマン増幅は、光ファイバの非線形光学効果の一つであるラマン散乱効果を用いた増幅

技術である。光ファイバに励起光を入射すると、そのうちの一部がガラス分子の光学フォ

ノンを励起することによってエネルギーを失い、その分だけ低い周波数の光へと変換され

る。励起によって消失するエネルギー分だけ励起光から周波数シフトした信号光を励起光

と同時に光ファイバに入射することにより、励起光パワーが信号光へ遷移し、信号光が増

幅される。図 1-8 は、エネルギー準位におけるラマン増幅過程のイメージを示す[1-12]。量

子力学的には，媒質中の電子が光子を吸収し仮想状態へ励起し脱励起する過程で自然ない

し誘導放出を行い一つ上の分子準位に帰着する過程において増幅が行われる。ラマン増幅

では、増幅波長帯域が広帯域であること、さらに、実準位が存在しないため、信号光吸収

が小さく、自然放出光(Amplified spontaneous emission : ASE)の割合が小さくなり、上の準位

が実在するために下の準位に電子が存在すると信号光を吸収して自然放出光の割合が増加

してしまう EDFA に比べ、低雑音化が容易であるという特長がある。一方、高出力な励起

光源が必要であり、また、EDFA と比較して低効率であるという欠点を持つ。現在の商用化

システムでは、多波長の励起光源を用い、トータル励起パワーが 500 mW 以下となる[1-13]

ように調整した多波長励起による DRA が EDFA と併用して用いられている。 

励起光

信号光

増幅された信号光

仮想準位

1次フォノン準位

基底準位  
図 1-8 ラマン増幅過程 
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1.2.3 光ファイバにおけるラマン増幅の特長 

光ファイバにおけるラマン増幅は、TDM や WDM 伝送システムにおける光増幅技術とし

て優れた特長をもつ[1-14]。光ファイバ中のラマン散乱は、光学フォノンの分散関係が波数

に対してほぼ一様であるため、励起光と信号光の伝搬方向に依存せずに位相整合を取るこ

とが可能であり、前方及び後方励起の増幅が可能である。増幅帯域が増幅媒体に依存する

周波数シフト量によって決められるため、励起波長を選択することにより任意の波長帯域

の信号光を増幅することが可能である。また、励起波長を多重化することによって、増幅

される信号波長の帯域も広帯域化し、多重化信号の一括増幅が可能であるとともに、励起

光の波長配置及びパワーを最適化することにより容易に利得等化を行うことができる

[1-15]。さらに、ラマン増幅は石英系光ファイバ中で発生するラマン散乱効果を用いること

が可能であるため、伝送用光ファイバを増幅媒体として利用することができ、集中型だけ

でなく、分布型の増幅器として用いることが可能である。図 1-9 は、信号レベルのダイアグ

ラムを表す。点線及び実線はそれぞれ集中型及び分布型を使用した場合の光パワーを示す。

集中型では、伝送路中信号はその損失係数に応じて一様に減衰し、中継地点にある集中型

光増幅器によって信号レベルが復元する。この際、光増幅に伴う雑音(量子雑音)は、光増幅

器への信号入力レベルが低いほど大きくなる。そのため、信号レベルを全体的に高く設定

しようとすると、今度は、スパンへの入力信号レベルが高くなりすぎて、例えば自己位相

変調(Self-phase modulation : SPM)[1-16]などの非線形現象により、信号波形が劣化してしまう。

分布型の増幅を用いると、伝送路ファイバの損失係数が利得によって補償されるので、高

い伝送性能を保持したまま伝送することが可能となる。 

 

伝搬距離

光
パ
ワ
ー

集中型光増幅器で増幅 非線形性増大

雑音の増大

1スパン 前方励起後方励起
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図 1-9 信号レベルのダイアグラム 
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図 1-10 研究開発における光ファイバの分類 

 

1.3 本研究の背景と目的 

1.3.1 光ファイバの研究経緯 

一般に用いられる単一モード光ファイバは、石英を主成分としたガラス構造となってお

り、コアとクラッドからなる。図 1-10 は研究開発における光ファイバの分類を示す。充実

型光ファイバは、石英ファイバのコアまたはクラッドにドーパントを添加してコアとクラ

ッドの屈折率差を設けることにより、コアに光を閉じ込めて信号伝送を行うことができ、

光ファイバの長手方向におけるファイバパラメータが均一であるタイプ、並びに長手方向

におけるファイバパラメータが分布しているタイプに分類することができる。一方、空孔

型光ファイバは、主に大容量伝送用や特殊用途に用いられるフォトニッククリスタル型と、

現在、部品用途として研究が進められているフォトニックバンドギャップ型に分類するこ

とができ、フォトニッククリスタルファイバ(Photonic crystal fiber : PCF) では石英ファイバ

の断面にコアとなる部分を除いて複数個の空孔を設け、空孔中に充填されている空気によ

り空孔層の実質的な屈折率を下げることによってコアに光を閉じ込めて信号伝送を行うこ

とができる。現在、実用化されている光ファイバは、長手方向に均一なファイバパラメー

タを有する充実型光ファイバであり、気相軸付け法(Vapor axial deposition : VAD)[1-17]等によ

って製造される。その他の光ファイバは、既存の製造法では伝送損失が大きく、現状では 
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図 1-11 充実型光ファイバの概念図及び屈折率分布 

 

実用化が困難であり、将来の伝送路の候補として研究が進められている。 

図 1-11 はステップ型の屈折率分布を有する充実型光ファイバの概念図及び屈折率分布を

示す。ここで、ncore、及び nclad はコア及びクラッドの屈折率を表す。スネルの法則より式(1-2)

を満たす臨界角補角θc以下の角度となるように信号光を入射することにより、入射信号光は

コアとクラッドとの境界において全反射しながらコアに閉じ込められたまま信号伝送を行

うことが可能である[1-18]。 

core

clad
c n

n
=θcos                                                      (1-2) 

光通信に用いられる光ファイバは、国際標準化団体である ITU-T(International 

Telecommunication Union Telecommunication Standardization Sector)によってその特性が勧告化

されている。表 1-1 に単一モード光ファイバ(G.652.A)の光ファイバ特性を示す[1-19]。ここ

で、クラッド直径、コア偏心量、並びにクラッド非円率は光ファイバの製造精度を表し、

また、引張応力は光ファイバの機械特性を表す。モードフィールド径(Mode field diameter : 

MFD)、遮断波長、曲げ損失、並びに波長分散は、光通信における伝送性能にかかわる光学

特性を表し、光ファイバの屈折率分布の設計により制御することが可能であり、多層分割

法や有限要素法を用いることによって数値解析により各特性を算出することが可能である

[1-20]。以下に各光学特性について説明する。 
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モードフィールド径 (波長1310 nm) 8.6-9.5 ±0.6 μm

クラッド径 125.0 ±1 μm
コア偏心量 0.6 μm
クラッド非円率 1.0%
最大遮断波長 1260 nm
曲げ損失
(波長1550 nm, 曲げ半径30 mm, 巻き回数100回)

0.1 dB

引張応力 0.69 Gpa
波長分散 1300-1324 nm
分散スロープ 0.092 ps/nm2 × km

 

表 1-1 光ファイバ特性 

MFD 

MFD は電界分布の拡がりを示すパラメータであり、軸中心からの距離 r 及び電界強度φ(r)

を用いて式(1-3)より W として算出することが可能である[1-21]。 

drrr

drrr
W

∫
∫

∞

∞

=

0

2

0

32
2

)(

)(
2

φ

φ
                                               (1-3) 

図 1-12 は SMF の電界分布の測定例を示す。MFD は、単一モード光ファイバに使用波長の

光を入射し、光ファイバ端面からの遠方出射パターンをフォトディテクタ(Photo detector : 

PD)を用いて受光する遠方出射法(Far field pattern : FFP)[1-22]を用いて測定した FFP の光強

度分布から求めることが可能であり、FFP の光強度分布 F(θ)は電界分布φ(r)とハンケル変換

により相関し、式(1-4)及び式(1-5)に記述できる[1-23]。 

∫ 





= rdrrJrAF θ

λ
πφθ sin2)()( 01                                     (1-4) 

∫ 





= θθθ

λ
πθφ drJFAr 2sinsin2)()( 02                                (1-5) 

ここで、A1 及び A2 は、それぞれ定数である。式(1-3)を式(1-4)及び式(1-5)を用いて、FFP 測

定による MFD の定義式である式(1-6)を導出することができる。 

 



12 
 

-0.2

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

-15 -10 -5 0 5 10 15

 電
界

強
度

 φ
(r

)

軸中心からの距離 r  

図 1-12 電界分布の測定例 

 

2
1

2

0

32

2

0

2

cossin)(

cossin)(
22
















=

∫
∫

θθθθ

θθθθ

π
λ

π

π

dF

dF
W                                (1-6) 

MFD は、接続損失を評価する上で重要なパラメータであり、MFD がそれぞれ W1、W2の

2 本の単一モード光ファイバが接続される場合、MFD の相違に起因する接続損失αC は式

(1-7)で表される[1-24]。 
























+
−=

2

2
2

2
1

212
log10

WW
WW

Cα                                        (1-7) 

遮断波長 

ステップ型の屈折率を有する充実型光ファイバ中の伝搬モード数 N(N = 0, 1, 2・・・)は、

θc、コア半径 a、ncore、波長λを用いて式(1-8)より求めることができ[1-25]、単一モード光フ

ァイバでは、信号波長において基本モード(N = 0)のみを伝搬するように屈折率分布を制御す

る必要がある。遮断波長λC とは、基本モードのみを伝搬する波長の下限値を表す。 
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図 1-13 遮断波長の測定例 

 

141sin4 22 −





 −=−






= cladcore

core nnaanN
λ

θ
λ

                       (1-8) 

図 1-13 は SMF の遮断波長の測定例を示す。遮断波長の測定には透過光パワー法があり、

被測定ファイバからの透過光パワーを基準光パワーと比較することにより求める方法であ

る[1-26]。基本モードと 1 次高次モードのモード損失の差を利用し、透過光パワーPT(λ)及び

基準光パワーPR(λ)を用いて式(1-9)を満足する最大波長で定義される。 

1.0
)(
)(log10 =








λ
λ

R

T

P
P

                                                (1-9) 

基準光パワーの測定方法として、被測定光ファイバに小さな曲げを与える曲げ法と 1～2 m

のマルチモードファイバを用いるマルチモード励振法がある[1-27]。尚、図 1-13 はマルチモ

ード励振法による測定結果である。 

曲げ損失 

光ファイバはケーブル化工程、ケーブル敷設、並びに接続時の余長処理等により曲げら

れる。曲げられた光ファイバを伝搬する信号光のコアとクラッドとの境界面における入射 
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図 1-14 曲げ損失特性の測定例 

 

角度は、直線時の光ファイバにおける入射角度と異なり、入射角度が臨界角以上となる場

合には信号光はコア外部へ放射され、損失を生じる。ステップ型の屈折率を有する充実型

光ファイバの半径 R に対する一様曲がり損失αBは式(1-10)で表される[1-28]。 

{ }
{ }2

1
21222223

22221

)()(2
)()32(exp

aKRnnak
R

cladcore
B γγ

βγκπα
−

−
=                          (1-10) 

ここで、κ及びγは、それぞれ横方向の伝搬定数であり、β、k、並びに K1 は、それぞれ導波

モードの伝搬定数、波数、並びに第 2 種変形ベッセル関数である。 

図 1-14 は SMF の曲げ損失特性の測定例を示す。光ファイバの曲げ損失は、光ファイバの

両端をそれぞれ光源及び受光器に接続した状態で、直線時の光ファイバの出射光 PStraight と

曲げ付与時の光ファイバの出射光 PBend を測定し、式(1-11)を用いて算出される[1-22]。 









=

Bend

Straight
B P

P
log10α                                                (1-11) 

波長分散 

光ファイバに入射した信号光パルスは、光ファイバの屈折率分布、光源のスペクトル幅、 
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図 1-15 波長分散特性の測定例 

 

並びに光ファイバ材料の分散性のために波形歪みを受け、受信端でのパルス波形が拡がり、

隣り合う信号波形の重なりにより信号誤りが発生する。単一モード光ファイバにおいて光

パルスの拡がりの主な要因は波長分散 D であり、材料分散と導波路分散との和から求める

ことができ、式(1-12)で表される[1-29]、[1-30]。 









−+
−

+−= 2

2

21
212 )()()()(1

υ
υυ

υ
υ

λ d
bdNN

d
bd

dk
NNd

k
dk

dN
k

c
D        (1-12) 

ここで、c、N1、N2、υ、並びに b は、それぞれ光速、コアの群屈折率、クラッドの群屈折

率、規格化周波数、並びに規格化伝搬定数である。図 1-15 は SMF の波長分散特性の測定例

を示す。波長分散の測定法には変調位相シフト法[1-31]があり、周波数 f で変調された二つ

の波長の光は、光ファイバを伝搬した後に群遅延時間τが生じ、式(1-13)で表される光の変調

信号間に位相差ϕを生じる。 

τπϕ f2=                                                           (1-13) 

従って、群遅延時間差に依存した位相変化を求めることにより、群遅延時間を得られ、結

果として波長分散を求めることができる。 
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現在、開発経緯が異なる 3 種類の光ファイバが導入されており、それぞれ 1.3μm 帯零分

散単一モードファイバ(Single mode fiber : SMF)、1.55μm 帯に零分散がある分散シフトファイ

バ(Dispersion shifted fiber : DSF)、並びに純石英コアファイバ(Silica core fiber : SCF)である。

SMF は以前のマルチモード光ファイバに比べ、低損失で単一モード伝送を可能とすること

を目的とし、1260 nm 以下に遮断波長が存在し、1.3 μm に零分散が存在するため、1.3 μm に

おける 1 波長伝送用として開発がおこなわれ、DSF は光ファイバの最低損失を実現する 1.55 

µm を零分散波長とすることにより、1.55 µm における 1 波長伝送用として開発された。さ

らに、SCF はコアに不純物となるドーパントを添加しないことにより 1.55 µm における伝送

損失を低減し、海底ネットワークを構成する超長距離伝送路として開発が行われた。 

 

1.3.2 目的と検討課題 

現在、コア系または海底ネットワークにおいて、SMF、DSF、並びに SCF いずれかの光

ファイバを用いた WDM 伝送システムが運用されており、光増幅器として EDFA とともに

DRA が適応されている。更なる大容量化として、TDM 及び WDM による 1 信号当たりの伝

送速度の高速化及び信号波長帯域における多重信号の集積化が考えられ、いずれの場合に

おいても大容量化の実現には高い SNR が必要となる[1-9]。DRA では低非線形性及び低雑音

性が実現可能であることが明らかとなっているが、既存の光ファイバは DRA を適応した

WDM 伝送システムへの適応を目的として開発されたわけではないため、更なる SNR の向

上にあたっては、光ファイバの最適化が重要な課題となる。 

1.3.1 項に示した各光ファイバパラメータは、特定の波長における伝送性能を補償するた

めのものであり、光ファイバの設計において非常に重要な項目である。同様に、光ファイ

バ中のラマン増幅特性も光ファイバパラメータと強く相関する[1-32]ため、DRA 伝送におけ

る伝送性能は光ファイバパラメータに依存し、DRA 伝送システムに最適な光ファイバを設

計するためには、この伝送性能と光ファイバパラメータとの関係を明確にする必要がある。

光ファイバパラメータは光ファイバのコア構造により決定され、充実型光ファイバでは最

適な屈折率分布の設計が必要となり、PCF では最適な空孔配置の設計が必要となる。また、

既存伝送路に DRA を適応する場合には、光ファイバの長手方向に沿ってファイバパラメー

タであるラマン利得率を変化させたラマン利得率分布型光ファイバ(Raman gain efficiency 

distributed fiber : RG-DF)を挿入することによって伝送性能の向上が期待できる。RG-DF を用
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いたハイブリッド伝送路における伝送性能改善においては、RG-DF の長手方向における屈

折率分布の設計が非常に重要である。さらに、DRA を適応した WDM 伝送システムでは、

多重化された信号光及び高出力レーザーによる励起光などの高出力光照射が想定され、光

ファイバの長期的な信頼性を調査することは重要である。以下に、本論文の主な課題を明

記する。 

① DRA 伝送システムにおいて、S、C、L バンドの使用を想定した場合の波長多重数を最

大にする充実型光ファイバの設計条件の明確化  

② DRA 伝送システムにおいて、PCF を用いた超広帯域信号伝送実現可能性の明確化  

③ DRA 伝送システムにおいて、RG-DF を用いた伝送性能改善の実現性の明確化  

④ DRA 伝送システムを適応した光ファイバ伝送路における高出力光照射に対する長期信

頼性の明確化 

本論文は、上記の 4 つの課題に着目して検討することによって、光ファイバの伝送容量

拡大を実現する DRA 伝送システムにおいて、伝送性能の向上に寄与するとともに、更なる

大容量化を目指す次世代の光ファイバ伝送路の実現に貢献することを目的とする。 

 

1.4 本論文の構成 

本論文は、コアネットワークにおける伝送容量の拡大のため、DRA 伝送システムを適応

した際の伝送性能を向上することを目的とし、光ファイバの最適な設計条件を明確化する

上で 1.3.2 項の 4 つの課題に着目して検討した結果をまとめたものである。本論文は 6 章か

ら構成されており、各章を要約すると以下のようになる。 

第 1 章は、序論であり、光通信技術の技術背景として、光通信における大容量化技術及

び光増幅技術、並びに光ファイバにおけるラマン増幅の特長について記述する。また、本

研究の目的、並びに構成について述べる。 

第 2 章では、純石英にドーパント材料であるゲルマニウムまたはフッ素を添加して屈折

率を変化することにより、光ファイバのコア及びクラッドを形成した充実型光ファイバの

DRA 特性について述べる。光ファイバのドーパント材料及び添加量とラマン利得係数の関

係、並びに光ファイバの屈折率分布に依存して変化する電界分布を考慮することにより、

増幅効率であるラマン利得率の評価について論じる。また、WDM 伝送システムにおける伝

送性能の指標として SNR 及び Q 値に着目し、ファイバパラメータと DRA 伝送特性の関係
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を明らかにし、DRA を適応した WDM システムに最適な光ファイバの設計条件を明らかに

する。 

第 3 章では、純石英ガラスから成る光ファイバのクラッド内に多数の空孔を設け、空孔

中の空気層により実効的にクラッド内の屈折率分布を下げることにより光ファイバコアに

光を閉じ込めて信号光の伝搬を可能とする PCF の DRA 特性について述べる。純石英コアの

充実型光ファイバと比較したラマン利得係数スペクトル及びラマン利得係数の励起波長依

存性の観点から、PCF のラマン特性を明らかにする。また、PCF を用いた DRA を適応した

WDM 伝送性能、並びに PCF の広帯域 DRA 伝送への適応性を明らかにし、DRA 伝送にお

ける PCF の設計条件を明確にする。 

第 4 章では、既設伝送路の一部に異種ファイバを組み合わせた DRA 伝送路における伝送

性能向上として、屈折率分布を長手方向において変化させた充実型光ファイバを想定し、

信号光の入射側と出射側におけるファイバパラメータを変化させた RG-DF の DRA 特性に

ついて述べる。SNR 改善効果に着目した計算モデルを設定し、ファイバパラメータとラマ

ン増幅特性の関係について示す。また、RG-DF におけるファイバパラメータと SNR 改善効

果の関係を明らかにし、DRA 伝送における階段型屈折率分布から成る RG-DF の設計条件を

明確にする。 

第 5 章では、DRA における高出力光照射に対する光ファイバの長期信頼性について述べ

る。クラッドにフッ素を添加した純石英コアの充実型光ファイバ、並びにコアにゲルマニ

ウムを添加したゲルマニウムコアの充実型光ファイバにおいて、それぞれ波長 1480 nm、数

W の連続光を約 2000 時間に渡って連続照射を行い、照射実験前後におけるラマンスペクト

ル及び損失係数スペクトルのスペクトル形状変化から、多光子吸収による欠陥増加に関す

る長期信頼性を明らかにする。 

第 6 章は、以上の章の結論として、本研究で得られた結果の要点を述べる。 
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第 2 章：充実型光ファイバの DRA 特性 

2.1 はじめに 

石英ガラスを用いた光ファイバ中のラマン利得特性は、光ファイバコアのドーパント材

料とその添加量に依存して変化する[2-1]。一般に、純石英を母材とした光ファイバでは、

コアとクラッドの屈折率差を設けるために、コアまたはクラッドにそれぞれゲルマニウム

またはフッ素を添加している。ゲルマニウムはラマン利得係数が高いため、石英ガラスへ

の添加量が増加するほどラマン利得が増大する傾向が知られている[2-2]。しかしながら、

ゲルマニウム添加量が増加するとともに、レイリー散乱係数が増大し、伝送損失も増大し

てしまう[2-3]。また、WDM 伝送システムでは、使用波長帯域における単一モード伝送を

可能とし、波長分散や非線形要因による劣化を抑制する必要がある。このため、屈折率分

布から求められるファイバパラメータである、遮断波長、モードフィールド径、並びに波

長分散などの最適化が必要となる。 

本章では、ゲルマニウムまたはフッ素をコアに添加した光ファイバを想定し、光ファイ

バ中のドーパントとラマン利得特性の関係を明らかにする。また、屈折率分布によって設

定されるファイバパラメータとラマン利得特性の関係を明らかにする。また、伝送性能の

指標として信号対雑音比及び Q 値を用い、ファイバパラメータと DRA 伝送特性の関係を

明らかにし、DRA を適応した WDM 伝送システムに最適な光ファイバの設計を行う。 

 

2.2 光ファイバ構造とラマン特性 

2.2.1 ドーパントとラマン利得特性の関係 

光ファイバのドーパント材料をゲルマニウム、またはフッ素とし、各ドーパントをコア

に添加した光ファイバのラマン利得スペクトルを測定した。表 2-1 は測定に用いた光ファイ

バのファイバパラメータを示す。ここで、FDF(Fluorine doped optical fiber)はフッ素ドープフ

ァイバである。いずれも屈折率分布はステップ型を用い、比屈折率差∆1 はコアの屈折率 ncore

及び純石英の屈折率 nSiO2 を用いて式(2-1)に定義した。 

2

2
2

2

1 2 core

SiOcore

n
nn −

=∆                                                  (2-1) 

一般に、純石英にゲルマニウムを添加すると屈折率は高くなり、フッ素を添加すると屈折
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率は低くなる。したがって、∆1 の符号がマイナスである FDF は、コア及びクラッドにフッ

素を添加した光ファイバであり、∆1 の符号がプラスである SMF は、コアにゲルマニウムを

添加し、クラッドは純石英からなる光ファイバである。また、SCF はクラッドのみにフッ

素を添加し、コアは純石英からなる光ファイバである。尚、クラッドに対するコアの比屈

折率差∆はコアの屈折率 ncore 及びクラッドの屈折率 nclad を用いて式(2-2)に定義され、FDF 及

び SCF の∆は約 0.3 から 0.4 %であった。 

2

22

2 core

cladcore

n
nn −

=∆                                                     (2-2)  

*1 : 励起波長 λP = 1450 nm
*2 : 信号波長 λS = 1550 nm

FDF SCF SMF

比屈折率差 ∆1 (%) -0.33 0 0.34

ファイバ長 L (km) 3.7 4.0 25.0

損失係数 αP (dB/km)*1 0.29 0.22 0.23

励起波長における
実効断面積Aeff-P (µm2)*1 75.3 71.2 72.4

信号波長における
実効断面積Aeff-S (µm2)*2 82.1 76.6 80.1

 

表 2-1 ファイバパラメータ 

1:99

光ファイバ
パワーカプラ

励起光源

信号光源

被測定光ファイバ

光パワーメータ

受光器

 

図 2-1 ラマン利得測定系 
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図 2-1 に、一般的な光ファイバのラマン利得の測定系を示す[2-4]。被測定光ファイバに信

号光及び励起光を反対方向へ伝播するようにサーキュレータを介して接続し、増幅された

信号光を受光器によって受光する。このとき、被測定光ファイバへ入射する励起光パワー

は、光ファイバパワーカプラを介して接続された光パワーメータを用いて観測する。図 2-2

は各種光ファイバのラマン利得係数スペクトルを示す。図中の破線、実線、並びに点線は、

それぞれ SMF、SCF、並びに FDF を示す。ここで、信号光源及び受光器には、それぞれ 1550nm

帯スーパールミネッセントダイオード(Super luminescent diode : SLD)及び光スペクトラムア

ナライザ(Optical spectrum analyzer : OSA)を用い、励起光源には波長 1450 nm のラマンファイ

バレーザー(Raman fiber laser : RFL)を用いた。 

光ファイバのラマン利得係数 gR は、信号光のみを入射した状態の出射光パワーP1、励起

光のみを入射した状態の出射光パワーP2、並びに信号光と励起光をともに入射した状態にお

ける出射光パワーP3 をそれぞれ測定し、式(2-3)及び式(2-4)を用いて求めることができる

[2-5]、[2-6]。 

1

23

P
PP

G
−

=                                                         (2-3) 

eff
effP

effRR A
LP
GACg )ln(

==                                             (2-4) 

CR、Aeff、PP、並びに Leff は、それぞれラマン利得率、実効断面積、入射励起光パワー、並

びに有効相互作用長を表す。また、Aeffは信号光と励起光が相互作用する断面積を示してお

り、光ファイバの電界分布がガウス型に近似できる場合、Aeffは信号波長λSにおけるモード

フィールド径 WS 及び励起波長λPにおけるモードフィールド径 WP を用いて式(2-5)に表され

る[2-7]。 

2
)(

2
)( 22

PSPeffSeff
eff

WWAA
A

+
≈

+
= −− π

                               (2-5) 

Aeff-S 及び Aeff-P は、それぞれλS 及びλP における実効断面積を表す。さらに、Leff はλP におけ

る損失係数αP及びファイバ長 L を用いて式(2-6)より求めることができる[2-8]。 

P

P
eff

LL
α

α )exp(1−
=                                                  (2-6) 

図 2-2 より SCF において、13.2 THz と 14.5 THz のλPからの周波数シフト F に、それぞれ SiO

結合に起因する横光学モード(transverse optical mode : TOM)と縦光学モード(longitudinal  
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図 2-2 ラマン利得係数スペクトル 

 

optical mode : LOM)に相当する 2 つのピークを観測することができる。また、SMF における

ラマン利得係数は、SCF や FDF に比較して大きく、13.2 THz のピークが 12.9 THz へシフト

していることがわかる。これは、12.8 THz に GeO 結合に起因するピークが存在し、SiO 結

合に起因するピークと相互作用するためである[2-9]。また、GeO 結合に起因するラマン散

乱強度は SiO 結合に起因するラマン散乱強度よりも大きいため、SMF のラマン利得係数ス

ペクトルのピークは他の光ファイバよりも大きくなったと考えられる[2-2]。一方、FDF の

13.2 THz におけるピークは、SMF や SCF よりも小さくなっていることがわかる。ラマン散

乱に作用する TOM は、Si+や SiO-などの欠陥に強く依存しており[2-10]、フッ素を添加する

ことによって、これらの欠陥とフッ素が結合し、ラマン散乱が減少するためと考えられる。

尚、光ファイバ中の分子結合状態は完全なアモルファスであるため、ラマン利得係数のス

ペクトル形状はほぼコアのドーパント材料とその添加量に依存し、例えば、通常の SMF で

あれば図 2-2 の SMF のラマン利得係数スペクトルにほぼ一致する。 

ステップ型の屈折率分布を有する石英系光ファイバの場合、コアのラマン利得係数 gRcore

は、純石英のラマン利得係数 gRsio2 及び∆1を用いて式(2-7)に表すことができる[2-7]。 

12 ∆+= Agg RsioRcore                                                 (2-7) 
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ここで、A は 1∆ とラマン利得係数の関係を表す定数であり、gRcore と∆1 の測定値から最小

二乗法を用いて gRsio2 及び A を求めた。 

表 2-2 に評価に用いたファイバパラメータを示す。ここで、∆1 の符号がマイナスである

Fiber 1 から Fiber 3 は、コア及びクラッドにフッ素を添加した FDF であり、∆1 の符号がプラ

スである Fiber 5 から Fiber 8 は、コアにゲルマニウムを添加したゲルマニウムドープファイ 

*1 : 励起波長 λP = 1450 nm
*2 : 信号波長 λS = 1550 nm

比屈折率差
∆1 (%)

ファイバ長
L (km)

損失係数
αP (dB/km)*1

実効断面積
Aeff-P (µm2)*1

実効断面積
Aeff-S (µm2)*2

Fiber 1 -0.33 3.7 0.29 75.3 82.1

Fiber 2 -0.29 5.1 0.25 74.3 81.5

Fiber 3 -0.15 3.8 0.24 88.5 96.3

Fiber 4 0 4.0 0.22 71.2 76.6

Fiber 5 0.34 25.0 0.23 72.4 80.1

Fiber 6 0.36 25.0 0.24 71.6 78.4

Fiber 7 0.68 3.5 0.27 39.2 42.7

Fiber 8 1.08 8.6 0.39 26.5 28.8

 

表 2-2 ファイバパラメータ 
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比屈折率差 |∆
1
|(%)

λ
P
 = 1450 nm

F = 12.9 THz

ゲルマニウムドープファイバ
gRcore(×10-14m/W)≒2.75+2.16 |∆1|

フッ素ドープファイバ
gRcore(×10-14m/W)≒2.75-0.32|∆1|

 
図 2-3 比屈折率差の絶対値 1∆ とファイバコアのラマン利得係数 gRcore の関係 
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バ(Germanium doped optical fiber : GDF)である。また、Fiber 4 は SCF である。尚、それぞれ

の光ファイバはステップ型の屈折率分布を有し、Fiber 1 から Fiber 4 の∆は、約 0.3 から 0.4 %

であった。 

 図 2-3 に比屈折率差の絶対値 1∆ と gRcoreの関係の結果を示す。図中の黒丸及び白丸は、

それぞれ GDF（Fiber 5 から Fiber 8）及び FDF（Fiber 1 から Fiber 3）を示す。また、四角の

プロット点は SCF（Fiber 4）を示す。GDF は 1∆ が大きいほど、即ち、ファイバコアのゲ

ルマニウム添加量が多いほど gRcore が大きく、FDF は 1∆ が大きいほど、即ち、ファイバコ

アのフッ素添加量が多いほど gRcore が小さくなっていることがわかる。さらに、図中の実線

及び破線は、それぞれ GDF 及び FDF のプロット点の近似直線であり、GDF 及び FDF のラ

マン利得係数 gRcore-Ge 及び gRcore-Fは、それぞれ 1∆ を用いて式(2-8)及び式(2-9)に表すことが

できる。 

1
1414 1016.21075.2)9.12( ∆×+×≈ −−

− THzg GeRcore                        (2-8) 

1
1414 1032.01075.2)9.12( ∆×−×≈ −−

− THzg FRcore                        (2-9) 

式(2-8)及び式(2-9)より、∆1 = 0 の時、つまり純石英コアの gRcoreは 2.75×10-14 m/W であるこ

とがわかる。また、FDF における∆1 に対する gRcore-Fの傾きは、GDF のものよりも約 1/3 と

小さく、FDF におけるラマン利得係数の∆1依存性が小さいことがわかった。 

 

2.2.2 屈折率分布とラマン利得特性の関係 

一般に、モードフィールド径、遮断波長、曲げ損失、並びに波長分散等のファイバパラ

メータは、光ファイバの屈折率分布に依存して変化する。同様に光ファイバ中のラマン特

性も屈折率分布に依存して変化する。DRA を用いた伝送システム用の光ファイバの設計に

おいて、任意の屈折率分布の適応を想定し、屈折率分布とラマン利得特性の関係を検討し

た。任意の屈折率分布を有する光ファイバ中の F における実効的なラマン利得率 CReff(F)は、

ファイバコアの軸中心からの距離 rにおけるラマン利得係数 gR(r,F)及び電界強度φ(r,λS)を用

いて式(2-10)に定義することができる。 

{ }
{ }

2

0

2

0

4
Re

Re

),(2

),(),()(
)(







=≡

∫
∫

∞

∞

− drrr

drrrFrg

A
Fg

FC
S

SR

Seff

ff
ff

λφπ

λφ                       (2-10) 

ここで、gReff(F)は任意の屈折率分布を有する光ファイバ中の F における実効的なラマン利 
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図 2-4 各種光ファイバの実効的なラマン利得率の測定値及び算出値の関係 

 

得係数を表す。 

式(2-8)、式(2-9)、並びに式(2-10)を用いて、任意の屈折率分布を有する光ファイバの実効

的なラマン利得率の評価を行なった。評価のために、ステップ型、階段型、並びにセグメ

ントコア型を含む 10 本の光ファイバを用いた。図 2-4 に各種光ファイバの実効的なラマン

利得率の測定値及び屈折率分布と電界分布から算出した値の関係を示す。図中の黒丸及び

白丸は、それぞれゲルマニウムドープファイバ及びフッ素ドープファイバを示す。また、

白四角のプロット点は純石英コアファイバを示す。λP 及び F は、それぞれ 1450 nm 及び 12.9 

THz を用いた。図 2-4 より、屈折率分布と電界分布から算出した結果が、実際の実験系を用

いて測定した結果と良く一致していることがわかる。一方、図中の黒四角のプロット点は、

階段型屈折率分布を有する光ファイバの中心コアの∆1 から、式(2-8)を用いて求めたラマン

利得率を示す。階段型屈折率分布を有する光ファイバの電界分布は、中心コアからサイド

コアへ染み出し[2-11]、それぞれのコアにおける屈折率、つまりラマン利得係数が異なるた

め、中心コアにおける gRcore をサイドコアにも適応することにより、実際の測定結果と誤差

が生じた。したがって、任意の屈折率分布においても、屈折率分布及び電界分布を考慮す
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ることにより、実効的なラマン利得率を高精度に評価可能であることが明らかとなった。 

光ファイバに DRA と WDM 技術を併用して適応する場合、光ファイバ中のラマン増幅特

性は、個々の光ファイバのラマン利得スペクトル形状に依存する。そのため、DRA を適応

した WDM 伝送システムに最適な光ファイバを設計する場合、各信号波長での伝送性能を

シミュレーションにて把握するため、屈折率分布と電界分布から算出される特定の波長に

おけるラマン利得だけではなく、ラマン利得スペクトル情報が必要となる。そこで、重回

帰分析[2-12]を用いたラマン利得スペクトルの推定方法について検討を行った。複数本の光

ファイバを仮定し、m 本目の光ファイバのλP から i 番目(i=1, 2, …, l)の周波数シフト Fiにお

ける実効的なラマン利得率スペクトル CReff (Fi)は、式(2-11)を用いて表すことができる。 

∑
=

=
totaln

k
mkffikmiff FCCFC

1
ReRe )(1)(                                       (2-11) 

ここで、CReff (Fk)及び ntotalは、それぞれ推定される部分集合の k 番目の周波数シフト、つま

り評価周波数シフト Fk における実効的なラマン利得率及びそれらの評価周波数シフトの総

数を表す。また、C1ik は偏回帰係数と呼ばれる i×k 個の要素で構成される行列式であり、複

数本の光ファイバサンプルから最小二乗法を用いて求めることができる。したがって、予

め偏回帰係数及び任意の Fk における任意の CReff (Fk)を求めておくことにより、式(2-11)を用

いて評価したい光ファイバの実効的なラマン利得率スペクトルを把握することが可能とな

る。また、光ファイバの設計において、屈折率分布を仮定することにより式(2-7)を用いて

屈折率分布及び電界分布より任意の周波数シフト Fk における任意の実効的なラマン利得率

CReff (Fk)を求め、実効的なラマン利得率スペクトルを推定することが可能である。式(2-11)

を用いて、実際に SMF 及び DSF の実効的なラマン利得率スペクトルの推定を行なった。偏

回帰係数を求めるために、ステップ型、階段型、並びにセグメントコア型を含む 6 本のゲ

ルマニウムドープファイバを用意した。図 2-5 は各種光ファイバの実効的なラマン利得率ス

ペクトルを示す。ここで、λPは 1450 nm を用いた。図 2-5 から、Fkを SiO 結合に起因する

ピークが観測される励起波長 1450 nm からの周波数シフト 13.2 THz と 14.5 THz とし、最少

二乗法により Fiにおける C1ij を算出した。図 2-6 は Fiと C1ij の関係を表す。評価を行ない

たい光ファイバの 13.2 THz と 14.5 THz における CReff (F)を求めることにより、図 2-6 から周

波数シフト 1 THz から 24 THz における実効的なラマン利得率スペクトルを推定することが

できる。 

図 2-7 に SMF 及び DSF の実効的なラマン利得率スペクトルの推定評価結果を示す。図中 
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図 2-5 各種光ファイバの実効的なラマン利得率スペクトル 
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図 2-6 周波数シフト Fiと偏回帰係数 C1ik の関係 
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図 2-7 SMF 及び DSF の実効的なラマン利得率スペクトルの測定及び推定結果 

 

の白丸は図2-1の実験系を用いて測定した測定結果を示す。また、実線は13.2 THzと14.5 THz

を評価周波数シフトとして推定した推定結果である。図 2-7 より、推定結果は測定結果と良

く一致していることがわかる。ここで、SMF 及び DSF の CReff (Fi)における最大絶対誤差の

絶対値は、それぞれ 0.03 及び 0.05 (W・km)-1 であり、実効的なラマン利得率のピーク値に

対して、それぞれ 10%未満であった。したがって、予め C1ij 及び任意の Fkにおける任意の

CReff (Fk)を求めておくことにより、重回帰分析を用いて評価したい光ファイバの実効的なラ

マン利得率スペクトルを精度良く推定可能であることが確認できた。 

 

2.3 WDM 伝送システムにおける DRA 特性 

2.3.1 計算モデル 

DRA を適応した WDM 伝送システムに適応するための光ファイバの最適条件として、光

ファイバパラメータと伝送性能の関係を明らかにすることは重要である。光通信において、

信号光は時間的に幅を持ったパルス波形をしているため、光ファイバを伝送中に SPM など

の非線形性や群速度分散(Group velocity dispersion : GVD)などにより波形が劣化する可能性
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がある[2-13]。一般に、波形劣化の指標として Q 値が用いられ、光ファイバのファイバパラ

メータや伝送装置のシステムパラメータを設定することによりスプリットステップフーリ

エ(Split-step Fourier : SSF)法[2-14]を用いて伝送性能を求めることが可能である。非線形性に

よる波形劣化は、信号光パワー及び式(2-12)に定義される非線形係数γ[2-13]の積に依存して

変化し、γが大きくなるほど波形劣化が顕著に現れる。 

effA
n

λ
πγ 22

≡                                     (2-12) 

また、n2 は非線形屈折率を表し、∆1 の関数として、式(2-13)に表される。 

112 507.2)( ∆+=∆ cn                                                 (2-13) 

ここで、c1はドーパント材料に起因する係数であり、ゲルマニウムドープファイバ及びフッ

素ドープファイバにおける係数 c1 は、それぞれ 0.505 及び 0.220 である[2-15]。また、GVD

は屈折率分布から多層分割法などにより求めることができる[2-16]。 

また、DRA を適応する場合、光ファイバのファイバパラメータに応じたラマンゲイン、

ASE、並びに二重レイリー散乱(Double Rayleigh scattering : DRS)による雑音成分を考慮する

必要がある。ここで、光ファイバの位置 zAから zBまでのラマンゲイン GR(zA, zB)は、式(2-14)

に表される。 

{ }







 −
=

−−−−

P

zLzL
BR

BAR

BPAP eePCzzG
α

αα )()(

exp),(                         (2-14) 

 ここで、PBは後方励起光パワーである。また、伝送損失 TL(zA, zB)を用いることによりネッ

トゲイン GNet(zA, zB)は、次式に表される。 

{ })(exp),( ABSBAL zzzzT −−= α                                      (2-15) 

),(),(),( BALBARBANet zzTzzGzzG =                                  (2-16) 

ここで、αS はλS における損失係数であり、αλ(λ = S または P)は、赤外吸収損失αIR = 

6.65×1012exp(-52.62/λ)を用いて式(2-17)に表される[2-3]。 

IRαλααλ +∆+= 4
11 /)1(8.0                                           (2-17) 

ここで、ゲルマニウムドープファイバ及びフッ素ドープファイバにおける係数α1 は、それ

ぞれ 0.44 及び-0.41 である。さらに、ASE による光雑音パワー密度 NASE及び DRS による雑

音パワーPDRS は、それぞれ式(2-18)及び式(2-19)に表される。 

∫ −−=
L

Net
zL

BRASE dzLzGePChN P

0

)( ),(αν                                (2-18) 
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∫∫ −=
L

z Net

L

NetNetinDRS dzdGzGRGPP ξξ 2

0

22 ),0(),0(                        (2-19) 

ここで、Pinは入射信号光パワーである。また、R はレイリー散乱係数であり、式(2-20)に示

される[2-17]。 

coreeff nA
R

)(4
5.1)1(8.0

4
11

λπ
λ

λ
α

×
∆+

=                                     (2-20) 

本論文では、Q 値の算出において Rsoft 社製の｢OptSim 3.5｣を用いることとした。本シミ

ュレーションソフトでは、DRA を適応した WDM 伝送システムにおける伝送性能の解析が

可能であるが、DRA の雑音成分において ASE のみ考慮されており、DRS による影響を反映

することは不可能である。DRS は励起光パワーの制限を与えるため、DRS を考慮した伝送

性能評価が必要である。このため、DRS を考慮した SNR 改善効果について検討を行った。

ここで、SNR 改善効果 RSNR [2-18]は式(2-21)に定義した。 

NDRAEDFA

EDFA

EDFA

DRAEDFA
SNR RNF

NF
SNR

SNRR
+

+ ≈≡                                 (2-21) 

ここで、SNREDFA及び NFEDFAは、それぞれ DRA を適応しない、つまり、EDFA のみを増幅

技術として使用した場合の SNR 及び雑音指数(Noise figure : NF)を表す。また、SNREDFA+DRA

及び NFEDFA+DRAは、それぞれ増幅技術として EDFA と DRA を併用させた場合の SNR 及び

NF を表す。さらに、RN は非線形性を表す。NFEDFA+DRA 及び RN は、それぞれ GNet、NASE、

フォトンエネルギーhν、PDRS、電気フィルタ幅 Be、光フィルタ幅 Bo、並びに Leffを用いて、

式(2-22)及び式(2-23)に表される。 
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NeteffN dzzGLR
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),0(                                             (2-23) 

従って、光ファイバにおける∆1 及び Aeffから、式(2-21)を用いて SNR 改善効果と励起光パワ

ーの関係を明らかにし、「OptSim 3.5」において最適化した励起光パワーを設定し、Q 値を

算出することにより、DRA を適応した WDM 伝送システムにおける光ファイバの最適条件

を求めることが可能となる。 
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2.3.2 ファイバパラメータと DRA 伝送性能の関係 

DRS を考慮した計算モデルの検証を行うため、SNR 改善効果を計算及び実験により調査

した。ここで、ファイバパラメータと DRA 伝送性能の関係を検討するため、SNR 改善効果

は、光ファイバ伝送路に EDFA のみを増幅技術として用いた場合の SNR に対する、EDFA

に DRA を併用して伝送した場合の SNR の改善量として定義した。図 2-8 は DRA 伝送路構

成を示す。信号光の非線形現象による波形劣化抑制のため、後方励起によるDRA を適応し、

伝送路の前方及び後方に NF は 6.5 dB の EDFA を接続して伝送を行なうものと仮定した。

また、後方に設置した EDFA からの出射光パワーは、光ファイバへの入射光パワーと等し

いものと仮定した。さらに、光ファイバ中の累積分散及び累積分散スロープは、損失や非

線形性を無視した理想的な分散補償モジュール(Dispersion compensating fiber module : 

DCFM)を用いて完全に補償されるものと設定した。λS 及びλP は、それぞれ 1550 及び 1450 nm

と、1580 及び 1480 nm を用いた。光ファイバの L は 80 km とした。さらに、伝送速度 B は、

10 及び 40 Gbit/s を用い、Bo 及び Be は、それぞれ B×1 及び B×7.0 と設定した。また実験で

は、信号光に外部共振器型レーザー(External cavity laser : ECL)を用い、パルスパターン発生

器(Pulse pattern generator : PPG)を接続したニオブ酸リチウム(LiNbO3 : LN)変調器によって

1/2 のマーク率の非ゼロ復帰(Non-return-to-zero : NRZ)信号に変調されるものとした。このと

きの擬似ランダムシーケンス(Pseudo- random bit sequence : PRBS)は 223 – 1 と設定した。励起

光源には RFL を用い、アイソレータ及びサーキュレータを介して被測定光ファイバに入射

するものとした。伝送した信号光は EDFA、光バンドパスフィルタ(Band-pass filter : BPF)、 

被測定光ファイバ
(∆, Aeff, L)

DCFM

ATT
(Pin)

LN

PPG

10 Gbit/s, NRZ

ECL
EDFA

RFL
アイソレータ

BPF
EDFA

EDATT

 

図 2-8 DRA 伝送路構成 
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*λ = 1550 nm

Fiber A Fiber B Fiber C

比屈折率差 ∆1 (%) 0.35 0.80 0.00

実効断面積 Aeff* (µm2) 80 43 75

損失係数 α∗ (dB/km) 0.20 0.20 0.18

ラマン利得率 CR* (Wkm-1) 0.41 0.89 0.37

波長分散 D* (ps/nm•km) 16 0.1 18

分散スロープ S* (ps/nm2•km) 0.06 0.07 0.06

ファイバ長 L 75 80 81

 

表 2-4 ファイバパラメータ 

 

並びに光減衰器(Attenuator : ATT)を介して誤り率検出器(Error detector : ED)に入射した。ED

によって符号誤り率(Bit error rate : BER)を測定し、式(2-24)及び式(2-25)に示される BER、Q

値、並びに SNR の関係[2-19]から SNR を算出し、RSNR を求めた。 









=

22
1 QerfcBER                                                 (2-24) 

24QSNR =                                                        (2-25) 

表 2-4 は、実験に用いた光ファイバのファイバパラメータを示す。Fiber A 及び Fiber B は

ゲルマニウムドープファイバであり、Fiber C はクラッドにフッ素を添加した SCF である。

それぞれの光ファイバは、波長分散 D の変化量が 0.7 ps/nm•km 以下の 3 または 4 本のボビ

ンから構成されている。また、残留分散による波形劣化を抑制するため、図 2-8 の受信機に

入射する信号光の全分散の絶対値を、200 ps/nm•km 以下になるよう DCFM によって調整し 

た。この全分散の絶対値が 200 ps/nm•km 以下ということは、10 Gbit/s における NRZ 信号光

伝送の分散制限に比べて非常に小さいと言える[2-20]。 

図 2-9 は、RSNR と PBの関係の計算及び実験結果を示す。ここで、Pin及び B は、それぞ

れ-10 dBm 及び 10 Gbit/s であった。また、λS 及びλP は、それぞれ 1580 及び 1480 nm を用い

た。図中の実線及び破線は、それぞれ表 2-5 の Fibers A 及び Fiber B の計算結果を示す。ま

た、黒丸及び白丸は、それぞれの光ファイバの実験結果を示す。ここで、いずれの場合に

も Fiber AをEDFAのみを増幅技術として用いた場合の伝送路として設定した。図 2-9より、

PBが増加するとともに RSNR も増大し、さらに PBを増加すると RSNRが減少していることが



33 
 

-4

-2

0

2

4

6

8

0 200 400 600 800 1000

Fiber A

Fiber B

Pin = -10 dBm, B = 10 Gbit/s

SN
R

改
善

効
果

 R
SN

R (d
B

)

後方励起パワー P
B
 (mW)

λS = 1580 nm, λP = 1480 nm

 

図 2-9  SNR 改善効果 RSNR と後方励起光パワーPBの関係 

 

分かる。ここで、RSNRの最大値 RSNR-maxを実現する最適な後方励起光パワーPB-opt が存在し、

それらの値は、それぞれの光ファイバにおいて異なることがわかった。PB の増加とともに

ラマン利得が得られるため、SNR が改善される。一方、PB-opt 以上となる PBでは、雑音成分

である DRS が急速に増大するため、SNR が劣化したと思われる。本実験における測定誤差

は約±1 dB であり、計算結果は実験結果とよく一致したと思われる。このため、式(2-21)

に示される∆1 及び Aeff を考慮した計算モデルが、DRA における光ファイバパラメータと伝

送性能の関係を評価する上で有効であることが確認された。続いて、式(2-21)を用いて、フ

ァイバパラメタを変数とした場合の SNR 改善効果と励起パワーの関係について調査した。 

図 2-10 は、Aeffが 80 µm2 であるときの、ゲルマニウムドープファイバ及びフッ素ドープ

ファイバの 1∆ を変化させたときの PB-opt 及び RSNR-max の計算結果を示す。ここで、Pin及び

B は、それぞれ-10 dBm 及び 40 Gbit/s であった。また、λS及びλPは、それぞれ 1550 及び

1450 nm を用いた。図中の実線及び破線は、それぞれゲルマニウムドープファイバ及びフッ

素ドープファイバにおける計算結果を示す。図 2-10 より、DRA 伝送システムを適応するこ

とにより、今回計算を行ったすべてのパラメータ範囲において、SNR が改善していること

が分かる。これは、DRA における NF が EDFA の NF に比べて小さいためであると考えられ 
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図 2-10 比屈折率差の絶対値 1∆ を変化させたときの最適後方励起光パワーPB-opt と最大

SNR 改善効果 RSNR-maxの計算結果 

 

る。さらに、 1∆ が 0 に近づく、つまりドーパント量が減少するほど、RSNR-max が増加して

おり、0.3 %以下の 1∆ では RSNR-maxが 6 dB 以上になることがわかる。ゲルマニウムドープ

ファイバ及びフッ素ドープファイバにおいて、ドーパント量が増大するほど、ラマン利得

係数はそれぞれ増大、減少する。一方、損失係数は、ドーパント量が増大するほど、いず

れの光ファイバにおいても増大してしまう。したがって、図 2-10 の結果は、SNR 改善では、

ラマンゲインによる増幅効果よりもむしろ損失による劣化のほうが大きな影響を与えるこ

とを示しているといえる。また、PB-opt の値は、ゲルマニウムドープファイバでは 1∆ の変

化に対してほぼ 0.53 W で一定であるのに対し、フッ素ドープファイバでは 1∆ が大きくな

るほど 1.3 W まで増大していることが分かる。これは、フッ素ドープファイバのラマン利得

係数がゲルマニウムドープファイバに比べて小さいため、ゲルマニウムドープファイバと

同等の増幅特性を得るためには、より高い励起光パワーが必要となるためである。 

図 2-11 は、 1∆ が 0.3 %のゲルマニウムドープファイバ及びフッ素ドープファイバにおい

て、Aeffを変化させたときの PB-opt 及び RSNR-maxの計算結果を示す。ここで、Pin及び B は、

それぞれ-10 dBm 及び 40 Gbit/s であった。また、λS 及びλP は、それぞれ 1580 及び 1480 nm 
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図 2-11 実効断面積 Aeff を変化させたときの最適後方励起光パワーPB-opt 及び最大 SNR 改善

効果 RSNR-maxの計算結果 

 

を用いた。図中の実線及び破線は、それぞれゲルマニウムドープファイバ及びフッ素ドー

プファイバの計算結果である。図 2-11 より、Aeff が大きくなるとともに PB-opt が増大してお

り、ゲルマニウムドープファイバ及びフッ素ドープファイバにおいて、それぞれ Aeffが 150

及び130 µm2のとき、1 W以上の後方励起光パワーが必要となることが分かる。これに対し、

RSNR-maxは、Aeffが 80 µm2 のとき、それぞれ 6.12 及び 6.18 dB でほぼ一定であることが分か

る。これは、Aeffの増大が、SNR 改善効果に顕著な影響を与えないことを示唆する。さらに、

より小さい実効断面積 Aeffにおける SNR 改善効果 RSNR の減少は、主に過剰な DRS 雑音の影

響が原因である。以上の結果から、ファイバパラメータと SNR 改善効果の最大値及び励起

パワーの最適値に相関関係があり、ファイバパラメータに応じて適切な励起パワーを設定

することが重要であることが明らかとなった。 

実際の伝送性能においては、光ファイバ中の SPM 及び GVD によって信号波形が劣化す

る。次に、SPM 及び GVD の影響を調査するため、「OptSim 3.5」を用いて伝送性能の指標

の一つである Q 値の計算を行った。図 2-12 は、-20 から 10 dBm の Pinにおける Q 値の計算

及び実験結果を示す。ここで、λS 及びλP は、それぞれ 1580 及び 1480 nm を用いた。図中の 
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図 2-12 -20 から 10 dBm の入射信号光パワーPinにおける Q 値の計算及び実験結果 

 

実線及びプロット点は、それぞれ表 2-5 に示される Fiber C を用いた 10 Gbit/s 伝送における

計算及び実験結果を示す。実験結果は、-16 dBm の受光パワーにおける BER の測定値から、

式(2-24)を用いて算出した[2-19]。また、それぞれの Pin における励起光パワーは、式(2-14)

から式(2-23)を用い、RSNR-maxを得る PB-opt として求めた。さらに、実際の実験に用いた DCFM

の挿入損失は 6.9 dB であり、計算と実験の整合性をあわせるため、計算における DCFM の

挿入損失を 6.9 dB と設定した。図 2-12 より、Pinが-10 から 5 dBm のとき、1 dB 以下の精度

で計算結果が実験結果と一致していることがわかる。しかしながら、-15 dBm 以下の Pinに

おける実験結果は、計算により求められた Q 値よりも高くなっていることがわかる。一方、

5 dBm 以上の Pinでは、Q 値の実験結果が急速に小さくなった。EDFA の NF は入射信号光

パワーに依存して変化し、Pinが高いまたは低い領域ではNFが大きくなるが、計算ではEDFA

の NF を 6.5 dB 一定と設定したためと考えられる[2-21]。ここで、Pinが-10 から 5 dBm の範

囲において 10-9の BER に相当する 15.6 dB の Q 値を達成することが可能であることが分か

る。15.6 dB の Q 値を達成する最小及び最大入射信号光パワーを、それぞれ Pin-min 及び Pin-max

と定義すると、Pin-min 及び Pin-maxは、それぞれ DRA を適応した WDM 伝送における 1 チャ

ネルあたりの最小入射信号光パワー及び全チャネルにおける最大トータル信号光パワーを 
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図 2-13 実効断面積 Aeff を変化させたときの有効入射信号光パワー幅 PWの計算結果 

 

表す。また、WDM 伝送における最大チャネル数を示唆する有効入射信号光パワー幅 PW は、

Pin-min及び Pin-maxを用いて式(2-26)に定義した。 

min

max

−

−=
in

in
W P

P
P                                                       (2-26) 

ここで、PW が大きいほど、伝送容量の拡大が可能となる。 

図 2-13 は、∆1がそれぞれ 0、1、並びに 2 %における Aeffを変化させたときの PW の計算結

果を示す。ここで、光ファイバのドーパントはゲルマニウムを仮定した。また、B を 40 Gbit/s

とし、80 km×4 スパンの伝送システムを想定し、λS 及びλP は、それぞれ 1550 及び 1450 nm

を用いた。波長 1550 nm における D 及び分散スロープ S は、それぞれ 1 ps/nm•km 及び 0.07 

ps/nm2•km と設定した。図 2-13 より、Aeffの増大とともに、それぞれの∆1における PWが増

大していることがわかる。これは、Aeffの増大とともに非線形性が抑制されるためと考えら

れる。一方、∆1 が増大するとともにいずれの Aeff においても PW が減少することが分かる。 

これは、∆1 の増大とともに損失係数が増大し、Pin-minが大きくなるためと考えられる。以上

の結果をまとめ、図 2-14 に∆1及び Aeffを変化させたときの PW 及び PB-opt の関係を示す。図

中の実線及び破線は、それぞれ等 PW 及び等 PB-opt 曲線を示す。ここで、∆1の符号がプラス
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図 2-14 比屈折率差∆1 及び実効断面積 Aeffを変化させたときの有効入射信号光パワー幅 PW

及び最適後方励起光パワーPB-opt の関係 

 

及びマイナスの領域は、それぞれゲルマニウムドープファイバ及びフッ素ドープファイバ

に相当する。また、2 つのプロットはそれぞれ汎用の SMF 及び DSF の値を示す。図 2-14

より、∆1 の絶対値 1∆ が小さく、Aeff が大きいとき、PW が大きくなることが分かる。一方、

PB-opt は、∆1 の絶対値 1∆ 及び Aeff が大きいとき、大きくなることがわかる。したがって、

純石英コアによって形成された光ファイバが、有効入射信号光パワーの拡大に効果がある

ことがわかった。 

以上の結果から、2.3.1 項で示した計算モデルの有効性が確認され、DRA における光ファ

イバパラメータと伝送性能の関係が明らかとなり、上利用可能な後方励起光パワー、並び

に必要となる有効入射信号光パワー幅、つまり伝送したいチャネル数を設定することによ

り、ファイバパラメータである最適な∆1及び Aeffを求めることが可能となること、一方では、

∆1 及び Aeffを設定することにより、DRA を適応した WDM 伝送における伝送可能なチャネ

ル数、つまりは伝送容量を見積もることも可能であることが明らかとなった。 
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2.3.3  DRA を適応した WDM 伝送システムに最適な光ファイバ設計 

DRA を適応した WDM 伝送システムに最適な光ファイバの設計では、伝送性能の要求条

件を満たす光ファイバの∆1 及び Aeff の関係に加え、遮断波長λC、曲げ損失αB、並びに D 特

性を制御する必要がある。80 km×4 スパンの中継系伝送路を想定し、損失係数が比較的小さ

い S(1460 nm～1530 nm)、C(1530 nm～1565 nm)、並びに L(1565 nm～1625 nm)バンド[2-22]

を光通信波長帯域として使用するものとした。したがって、最も短い波長である 1460 nm

をλSとしてラマン増幅するために必要となるλPは、1460 nm から 13.2 THz 短波長側へ周波

数シフトした 1360 nm となる。このため、λC及び零分散波長λ0の上限を 1360 nm と設定し

た。また、波長 1625 nm において、半径 3 cm で 100 回巻いたときのαBの上限は 0.5 dB と設

定した[2-23]。 

図 2-15 は、設計に用いた屈折率分布、並びに波長 1550 nm における D を変化させたとき

の最大実効断面積 Aeff-max の計算結果を示す。屈折率分布は純石英をコアとしたステップ型

とした。ここで、Aeff-max とは、各波長分散を実現する∆と a の関係において、αBによる制限

によって決定される実効断面積の最大値を表す。図 2-15 において、2 点の黒丸は、それぞ

れλ0 及びλCによって制限される D の最小値及び最大値を表す。したがって、D を 9.1 から 
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図 2-15 波長 1550 nm における波長分散 D を変化させたときの最大実効断面積 Aeff-max 
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図 2-16 波長分散 D に対する Q 値改善効果 RQの計算結果 

 

17.1 ps/nm•km とし、Aeff-maxを 61 から 88 µm2 に設定することにより、上記のλC、λ0、並び

にαBの制限を実現する SCF を設計することが可能である。 

DRA を適応した WDM 伝送システムに最適な光ファイバの設計手法の有効性を確認する

ため、100 GHz 間隔に配置された C バンドの 16 チャネルの信号における Q 値を計算により

求めた。80 km×4 スパンの伝送路において、伝送速度 40 Gbit/s 伝送システムを想定した。 

図 2-16 は、D に対する Q 値改善効果 RQの計算結果を示す。ここで、RQ とは、DRA を適応

しない、つまり、EDFA のみを増幅技術として使用した場合の Q 値 QEDFAに対する、増幅技

術として EDFA と DRA を併用させた場合の Q 値 QEDFA+DRAの比であり、式(2-27)に定義され

る。 

EDFA

DRAEDFA
Q Q

QR +≡                                                     (2-27) 

図 2-16 において、4 本の実線は、トータル入射信号光パワーPin-totoalがそれぞれ-3、2、7、並

びに 12 dBm であるときのを示す。また、2 本の破線は、それぞれλ0 及びλCによって制限さ

れる D の最小値及び最大値を表す。図 2-16 より、9.1 から 17.1 ps/nm•km の D で設計された

SCF では、Pin-totoalが 2 dBm 以下の領域において RQが約 2 dB 以上となることが分かる。ま
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た、-3 dBm 以下の Pin-totoalを使用する場合、D の値に関わらず 7 dB の Q 値の改善が可能で

あることが分かる。仮に、Q 値が 2 dB 改善する場合、式(2-25)より SNR は 4 dB 改善され、

20 dB の SNR の場合にはシャノン理論により、1.3 bps/Hz の周波数利用効率の向上が見込ま

れ、C バンドは約 4 THz であるため、約 5.2 Tpbs の伝送容量拡大が期待できる。これは図

1-2 より試算される、10 年から 20 年後に必要とされるトラヒック総量に相当するため、通

信ネットワークにおける大容量化として非常に高い効果が見込まれる。 

以上の結果から、純石英をコアに用いたステップ型の屈折率分布による光ファイバを設

計し、WDM 伝送システムに DRA を適応することによって高い伝送性能を保持することが

可能であることが明らかとなった。さらに、図 2-15 より、D を 17.1 ps/nm•km とすることに

より Aeff-maxを 88 µm2 とした SCF を設計することが可能であり、図 2-14 より、Aeffを 88 µm2

とした SCFでは、0.5 W の励起光パワーを使用することで 24 dB の PWを得られ、従来の SMF

や DSF と比較した場合、設計した SCF では波長多重数、つまり伝送容量がそれぞれ 1.4 倍

及び 3.5 倍となり、Pin-totoal が 2 dBm 以下の領域では約 2 dB 以上の RQ が得られ、20 dB の SNR

の場合には 1.3 bps/Hz の周波数利用効率の向上により、C バンドにおいて約 5.2 Tpbs の伝送

容量拡大が見込まれ、大容量化に高い効果が期待できる。 

 

2.4 まとめ 

本章では、充実型光ファイバの光ファイバ構造とラマン特性の関係を明らかにした。ま

た、SNR 改善効果及び非線形性を考慮した Q 値の観点から、ファイバパラメータと伝送性

能の関係について明らかにし、DRA を適応した WDM 伝送システムに最適な光ファイバの

設計を行った。本章で得られた結果を以下にまとめる。 

 ゲルマニウムまたはフッ素を添加した石英系の充実型光ファイバのラマン利得係数

スペクトルは、励起波長から 13.2 THz と 14.5 THz 周波数シフトした位置に、それぞ

れ SiO 結合に起因するピークを観測することができ、ゲルマニウムドープファイバ

では、13.2 THz のピークが GeO 結合と相互作用して 12.9 THz により大きなピークが

観測される。12.9 THz のラマン利得係数は、ファイバコアにおけるゲルマニウムま

たはフッ素の添加量に依存して変化し、コアと純石英の比屈折率差に比例して増減

することを明らかにした。 
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 任意の屈折率分布を有する光ファイバにおいても、屈折率分布と電界分布を考慮し、

コアと純石英の比屈折率差とラマン利得係数の関係を用いることによって、実効的

なラマン利得率を高精度に評価することが可能である。また、予めラマン利得率ス

ペクトルの偏回帰係数及び任意の評価周波数シフトにおけるラマン利得率を求めて

おくことにより、重回帰分析を用いることによって実効的なラマン利得率スペクト

ルを高精度に評価することが可能であることを明らかにした。 

 DRA を適応した WDM 伝送システムに適応するための光ファイバの最適条件として、

SNR 改善効果及び 10-9の BER に相当するQ 値を達成する有効入射信号光パワー幅に

着目して検討を行い、コアを純石英とすることにより、高い伝送性能が期待できる

こと、並びに、利用可能な後方励起光パワー、並びに必要となる有効入射信号光パ

ワー幅を設定することにより、最適な比屈折率差及び実効断面積を求めることが可

能となることを明らかにした。 

 伝送性能の要求条件を満たす光ファイバの比屈折率差及び実効断面積の関係に加え、

遮断波長、曲げ損失、並びに波長分散特性を考慮し、DRA を適応した WDM 伝送シ

ステムに最適な光ファイバの設計を行い、波長分散を 17.1 ps/nm•km とすることによ

り実効断面積を 88 µm2 とした SCF が実現可能であり、0.5 W の励起光パワーを使用

することにより 24 dB の有効入射光パワー幅が得られ、従来の SMF や DSF と比較し

て、それぞれ 1.4 倍及び 3.5 倍の波長多重数が可能となり、大容量化に高い効果が期

待できること、さらに、2 dBm 以下のトータル入射信号光パワーを使用することによ

り 2 dB 以上の Q 値改善効果が得られることを明らかにした。 
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第 3 章：PCF の DRA 特性 

3.1 はじめに 

PCFはクラッド内に多数の空孔を設けた構造を持ち、従来の充実型光ファイバにはない優

れた特性を実現できることから、将来の超大容量・超長距離光伝送媒体として研究開発が

進められている。PCFの優れた特性の1つに、赤外光から可視光にわたる極めて広い波長域

でシングルモード動作するという特徴がある[3-1]。さらに、分散特性の制御性にも優れる

ため、波長分割多重伝送として利用できる波長領域を飛躍的に拡大することも可能である

[3-2]。また、PCFは、石英ガラスに設けた空孔だけで導波路構造を実現できるため、損失要

因の1つとなるコアの添加物を不要とし、究極の低損失性を生かした超長距離伝送用の光フ

ァイバを製造することが可能である[3-3]。前章の2.3.2項において、光ファイバの低損失性

がDRAを適応したWDM伝送システムの大容量化に高い効果をもつことが明らかとなった。

したがって、究極の低損失性を有し、超広帯域シングルモード伝送が可能であるPCFは、

DRAを適応したWDM伝送システムにおいて更なる効果が期待できる。 

本章では、ラマン利得係数スペクトル及びラマン利得係数の励起波長依存性の観点から、

PCF のラマン利得特性を明らかにする。また、PCF を用いた DRA を適応した WDM 伝送性

能、並びに PCF の広帯域 DRA 伝送への適応性を明らかにし、DRA 伝送における PCF の設

計条件を明確にする。 

 

3.2 PCF のラマン特性 

3.2.1 ラマン利得係数スペクトル特性 

PCF のラマン特性を評価するため、空孔構造の異なる 2 種類の PCF を準備した。図 3-1

は PCF 断面の模式図を表す。純石英母材にコアとなる中心位置の周囲に六方最密の配置と

なるように 60 個の空孔を設けた。ここで、d 及びΛは、それぞれ空孔直径及び空孔間隔であ

る。表 3-1 に、実験で用いた光ファイバのファイバパラメータを示す。尚、比較のため 1.0 km

の SMF 及び 5.3 km の SCF を使用した。2 種類の PCF は、ともに外径が 125 µm であった。

PCF 1 は、Λ及び規格化空孔直径 d/Λが、それぞれ 5.4 及び 0.6 µm であり、PCF 2 のΛ及び

d/Λは、それぞれ 5.4 及び 0.5 µm であった。カットバック法[3-4]で測定した PCF 1 の 853、

1100、1450、並びに 1550 nm における損失係数αは、それぞれ 2.76、1.16、0.66、並びに 0.38 
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Λ

d

 

図 3-1 PCF 断面の模式図 

PCF 1 PCF 2 SMF SCF
ファイバ長 (km) 1.6/6.0 12.7 1.0 5.3
空孔数 60 60 - -
規格化空孔直径 d/Λ 0.6 0.5 - -
空孔間隔 Λ (mm) 5.4 5.6 - -
損失係数 α (dB/km) 853 nm 2.76 2.71 - -

1100 nm 1.16 1.15 - -
1450 nm 0.66 0.70 0.25 0.21
1550 nm 0.38 0.55 0.19 0.17

実効断面積 Aeff
(mm2)

853 nm 24.0 36.2 - -
1100 nm 26.2 39.6 - -
1450 nm 29.6 40.6 74.8 71.6
1550 nm 30.7 41.4 82.1 76.7

波長分散 D
(ps/nm·km)

853 nm -77.3 -67.4 - -
1100 nm -4.5 -4.9 - -
1550 nm 43.2 42.5 16.8 18.4

遮断波長 λC (nm) - - 1180 1390
 

表 3-1 ファイバパラメータ 

 

 dB/km であった。また、PCF 2 の各波長におけるαは、それぞれ 2.71、1.15、0.70、並びに

0.55 dB/km であった。PCF 1 の波長 1550 nm における実効断面積 Aeff、及び波長分散 D は、

それぞれ 30.7 µm2、及び 43.2 ps/nm•km であり、PCF 2 の Aeff、及び D は、それぞれ 41.4 µm2 
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図 3-2 モード伝送特性測定系 

 

、及び 42.5 ps/nm•km であった。また、SMF 及び SCF の波長 1550 nm におけるαは、それぞ

れ 0.19 及び 0.17 dB/km であり、遮断波長λcは、それぞれ 1180 及び 1390 nm であった。PCF

は、d/Λが 0.43 以下の条件でエンドレスリーシングルモード(Endlessly single mode : ESM)を

実現する[3-5]。表 3-1 より、本章で用いた PCF の d/Λは 0.5 以上であり、ESM の条件を達し

ていないため、短波長における高次モードの影響が懸念される。したがって、d/Λが 0.6 で

あり遮断波長が長波長側に存在する PCF 1 において、シングルモード特性を測定により確

認した。図 3-2 は、モード伝送特性の測定系を示す。光源は、PPG を接続した LN 変調器に

より、100 ps 間隔の 64 ビットパルスパターン(マーク率 1/64)に外部変調された、波長 853 nm

の分布帰還型(Distributed feedback : DFB)レーザーを用いた。パルス光は PCF 1 または SMF

を伝送し、PD 及びサンプリングオシロスコープ(Optical sampling oscilloscope : OSC)を用いて

観測した。なお、高次モードの影響を調査するため、調芯装置を用いて入射側に 3 µm のオ

フセットを設けた。 

図 3-3 は、受光時間に対する光パルス波形を示す。図中の(a)は入射パルスを示し、(b)及

び(c)はそれぞれ PCF 1、及び SMF を伝送後の光パルス波形を示す。尚、PCF 1 のファイバ

長 L は 1.6 km とした。図 3-3(c)より、入射パルスとともに約 2000 ps ずれたところにパルス

波形が観測された。これは、SMF における LP01モードと LP02 モード間の微分群遅延に相当

する[3-6]。これに対し、PCF 1 伝送においては明らかな高次モードの影響は観測されなかっ

た。また、図 3-4 は 853 nm の光源を用いて測定した PCF 1 の出射端面上の光強度分布(Near 

field pattern : NFP)[3-7]を示す。この測定結果からも高次モードの影響は観測されなかった。

したがって、本章で用いた PCF は完全な ESM ではないものの、波長 853 nm においては高 
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図 3-3 受光時間に対する光パルス波形 

 

図 3-4 出射端面上の光強度分布 

 

次モードの影響がなく、853 nm 以上の波長帯域においてシングルモード伝送が可能である

ことがわかった。 

PCF 1 及び PCF 2 を用いて前章の図 2-1 で示した実験系により、ラマン利得係数スペクト 
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図 3-5 SCF 及び PCF におけるラマン利得係数スペクトル 

 

ルの測定を行った。図 3-5 は、1480 nm の励起波長λP を用いて測定したラマン利得係数スペ

クトルを示す。図中の実線、黒丸、並びに白丸は、それぞれ SCF、PCF 1、並びに PCF 2 の

規格化ラマン利得係数スペクトルを示す。図 3-5 より、PCF 1及び PCF 2 の測定結果は、SCF

の測定結果とよく一致し、13.2 THz と 14.5 THz のλPからの周波数シフト F に、それぞれ SiO

結合に起因する TOM と LOM に相当する 2 つのピークを観測することができる。この結果

は、文献[3-8]、[3-9]の報告ともよく一致している。この結果より、PCF のコア中に存在す

る SiO の分子結合状態が SCF と同等であり、信号光及び励起光のコアにおける閉じ込め効

果も SCF と同程度であると考えられる。 

 

3.2.2 ラマン利得係数の波長特性 

PCF の広帯域 DRA 伝送への適応性を検討するにあたり、PCF のラマン利得特性の波長依

存性を明らかにする必要がある。波長 822、1050、並びに 1480 nm の励起光源を用いて、PCF

のラマン利得係数 gR を測定した。図 3-6 は、ラマン利得係数の測定系を示す。822、1050、

並びに 1480 nm のλPにおいて、光源はそれぞれチタンサファイアレーザー(Titanium sapphire  
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図 3-6 ラマン利得係数測定系 

 

laser : TSL) 、イッテルビウムファイバレーザー(Ytterbium fiber laser : YFL)、並びに RFL を

用いた。また、それぞれの励起光源に対し、中心波長が 850 nm のエルビウム添加フッ化物

ファイバ増幅器(Erbium doped fluoride fiber amplifier : F-EDFA)の ASE、中心波長が 1070 nm

のイッテルビウム添加ファイバ増幅器(Ytterbium doped fiber amplifier : YDFA)の ASE、並び

に中心波長が 1580 nm の SLD を信号光源として用いた。信号光源の 10 dB バンド幅は、そ

れぞれ 10、50、並びに 100 nm であった。それぞれの波長領域における信号光と励起光は、

2 つの WDM カプラを用いて被測定光ファイバに入射した。そして、それぞれの励起波長に

おけるラマン利得スペクトルを OSA によって測定し、gR のλP依存性を評価した。 

図 3-7 は、13.2 THz の周波数シフトにおける gRのλP依存性を示す。図中の白四角、黒丸、

並びに白丸は、それぞれ SCF、PCF 1、並びに PCF 2 における測定結果を示す。また、図中

の実線は、純石英ガラスにおける gRとλP の関係 PRR gg λ/1= (gR1 はλP = 1 µm の時のラマン

利得係数) [3-10]から算出した理論値である。尚、SCF はλCが 1390 nm であるため、λP は 1480 

nm のみとした。また、822 及び 1050 nm のλPを用いた PCF 2 のラマン利得係数スペクトル

測定では、本測定系におけるダイナミックレンジが不十分であり、再現性の良い結果を得

ることが困難であったため、PCF 2 においてもλPは 1480 nm のみとした。図 3-7 より、1480 

nm のλP における SCF、PCF 1、並びに PCF 2 の gRは、図 3-5 と同様によく一致しているこ

とがわかる。また、PCF 2 の gR とλPとの関係は、理論値とよく一致した。一般に、物質中

の gRはλP に反比例する関係がある。これは光エネルギーが波長に対して反比例するためで

ある。ドーパントが添加されていない純石英ガラス及び PCF は、ともに SiO 結合のみによ

って構成されており、図 3-5 より、それぞれのラマン利得係数スペクトルがよく一致したこ 

とから、SiO の分子結合状態が同様であると考えられ、gR とλP との関係においても同様に

反比例する結果が得られたものと考えられる。 
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図 3-7 13.2 THz の周波数シフトにおけるラマン利得係数 gRの励起波長λP依存性 

 

3.3 PCF における DRA 伝送特性 

3.3.1 DRA を適応した伝送特性 

PCF の DRA 伝送特性を調査するため、波長 853 nm 及び 1576.5 nm の信号光を用いて、そ

れぞれ単一波長伝送を行なった。図 3-8 は、DRA 伝送路構成を示す。信号光の増幅技術と

して、後方励起による DRA と、集中定数型光増幅器(Amplifier : AMP)を併用するものとし

た。波長 853 nm、及び 1576.5 nm の信号光は、それぞれ DFB 及び ECL によって生成し、 

被測定光ファイバ

BPFLN

PPG

10 Gbit/s, NRZ

信号光源

AMP
EDATT

COM
励起光源

アイソレータ

 
図 3-8 DRA 伝送路構成 
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LN 外部変調器を用いて、10 Gbit/s の 1/2 のマーク率の NRZ 信号に変調した。波長 853 nm

及び 1576.5 nm の信号光に対し、それぞれ TSL 及び RFL を励起光源として用いた。また、

それぞれの励起光は、結合器(Combiner : COM)として WDM カプラ及びサーキュレータを用

いて被測定光ファイバに入射するものとした。波長 853 nm 及び 1576.5 nm の信号伝送にお

いて、それぞれ表 3-1 に示した PCF 1 及び PCF 2 を用いた。伝送した信号光は AMP、BPF、

並びに ATT を介して ED に入射した。波長 853 nm 及び 1576.5 nm の信号伝送において、AMP

として F-EDFA 及び EDFA をそれぞれ使用した。さらに、波長 1576.5 nm では、累積分散に

よる影響を無視するため、サーキュレータの後に DCFM を挿入した。また、実験結果の有

効性を確認するため、前章の式(2-21)を用いて計算を行った。 

図 3-9 は(a)波長 853 nm 及び(b)波長 1576.5 nm における受光パワーPrecに対する BER の測

定結果を示す。図中の黒丸及び黒四角は、それぞれバックトゥーバック(Back-to-back : BTB)

伝送及び DRA を使用しない、つまり後方励起光パワーPBが 0 mW の時の伝送における測定

結果を表す。また、白抜きで示されたプロットは各 PBにおける測定結果を示す。波長 853 nm

及び 1576.5 nm における入射信号光パワーPinは、それぞれ-4.7 dBm 及び-4.0 dBm に設定し

た。また、それぞれの波長における PRBS は、1/2 のマーク率をともなって、231-1 及び 223-1

とした。図 3-9(a)より、DRA を使用しない場合では、10-9の BER で 4 dB 以上のパワーペナ

ルティがあることがわかる。非常に狭いチャープの無いスペクトルを仮定した場合、853 nm

の波長においては 0.5 dB のパワーペナルティにおける分散限界は 2000 ps/nm 以上と予想さ

れる[3-11]。PCF 2 における累積分散の絶対値は 480 ps/nm であるため、測定されたパワー

ペナルティは分散による波形劣化ではなく、SNR の劣化によるものと考えられる。図 3-9(a)

及び(b)において、DRA を用いることにより BER 特性が明らかに改善していることがわかる。

図 3-9(a)では、525 mW の PBのとき、パワーペナルティが 2 dB 改善している。また、図 3-9(b)

では、460 mW の PBのとき、10-9 の BER におけるパワーペナルティが 0.7 dB 改善している

ことがわかる。したがって、既存の SMF で使用される波長領域である 1576.5 nm と同様に、

SMF では使用不可能である遮断波長以下の 853 nm の波長領域においても、DRA を適応す

ることにより、PCF 伝送路において SNR が良好に改善されることが確認された。 

図 3-10 は、PBに対する SNR 改善効果 RSNRの測定及び計算結果を示す。図 3-10 は(a)波長

853 nm 及び(b)波長 1576.5 nm における RSNR を示す。図中の白丸及び実線は、それぞれ測定

及び計算結果を示す。計算では、PCF のレイリー散乱係数 R を、純石英ガラスの値である

0.8 dB/km•µm4 として用いた[3-12]。また、AMP の NF は 6.5 dB であった。更に、10 Gbit/s 
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図 3-9 受光パワーPrec に対する BER 特性 

 



52 
 

 

 
図 3-10 後方励起光パワーPBに対する SNR 改善効果 RSNR 
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の伝送速度 B に対し、電気フィルタ幅 Be、及び光フィルタ幅 Boは、それぞれ 7 GHz 及び

10 GHz を用いた。また、ある一定の Precにおける BER の値から Q 値を算出し、SNR ≈ 4Q2

として、RSNR の測定値を求めた[3-13]。波長 853 nm 及び 1576.5 nm において、算出に用いた

Prec は、それぞれ-12.5 dBm 及び-14.5 dBm であった。各波長における Pinは、それぞれ-4.7 dBm

及び-4.0 dBm であった。図 3-10(a)及び(b)において、測定結果と計算結果が良く一致してお

り、PB の増加とともに RSNR が向上していることがわかる。これにより、前章の 2.3.1 項で

示した SNR 改善効果の計算モデルにより、PCF 伝送路において信号波長帯にかかわらず、

DRA の適応効果を評価可能であることが確認された。また、図 3-10(b)では、約 400 mW の

最適後方励起光パワーPB-opt において、1.5 dB の最大 SNR 改善効果 RSNR-max が得られたが、

図 3-10(a)では、測定した範囲に RSNR-maxとなる PB-opt が存在しなかった。これは、波長 853 nm

における PCF 1 の損失係数は約 3 dB と大きく、1 W までの PBでは DRS が低く抑えられた

ためと思われる。 

低損失を有する PCF では、従来の SCF と同様のラマン利得特性を有しており、また DRA

伝送における SNR 改善効果も期待できることから、DRA を適応した WDM 伝送における伝

送性能を実験により検証した。図 3-11 は、DRA を適応した WDM 伝送実験系を示す。後方

励起による DRA と従来の EDFA を増幅技術として併用するものとした。DFB レーザーを用

いた 8 チャネルの信号光は、1571.5 nm から 1583.1 nm の波長において、200 GHz 間隔に配

置された。合波器(Multiplexing : MUX)によって合波された信号光は、偏波コントローラ

(Polarization controller : PC)により偏光面を調整した後、LN 外部変調器を用いて 10 Gbit/s の

1/2 のマーク率の NRZ 信号に変調した。励起光源は、RFL を用い、サーキュレータを介し

て被測定 PCF に入射するものとした。伝送路に用いた PCF は表 3-1 に記載した PCF 2 を用

いた。また、PRBS は 223 – 1 であった。さらに、PCF 伝送路中の累積分散による BER 特性

劣化を抑制するため、受光器の前に DCFM を接続して実験を行なった。 

図 3-12(a)及び(b)は、それぞれ DRA 有り及び DRA 無しの条件における Precに対する BER

特性を示す。ここで、DRA 無しとは PBを 0 mW にしたときの測定結果である。図中の黒丸

及び白抜きのプロットは、それぞれ BTB 伝送及び各チャネルにおける測定結果を示す。こ

こで、Pin及び PBは、それぞれ-4 dB/ch 及び 460 mW を用いた。図 3-12(a)より、460 mW の

PB を用いることにより、すべての信号光がエラーフロア無しに良好に伝送されたことがわ

かる。ここで、10-11 の BER におけるパワーペナルティはすべてのチャネルにおいて 1.5 dB

未満であった。また、図 3-12(b)より、同等の BER の値で得られる結果と比較して、DRA 
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を使用することにより、各チャネルにおけるパワーペナルティの改善量にばらつきがある

ものの、いずれのチャネルにおいても 1.5 から 3 dB のパワーペナルティが改善されている

ことがわかる。今回の実験では、1 台の励起光源によりラマン増幅を行なったため、パワー

ペナルティの改善量のばらつきは、ラマン利得スペクトルにおけるリップルによるものと

考えられ、励起光の多波長化によるラマン利得スペクトルの平坦化[3-14]を行なうことによ

り改善されるものと思われる。以上の結果から、DRA を適応した WDM 伝送システムにお

いても、PCF は高い伝送特性を有していることが明らかとなった。 

 

3.3.2 広波長帯域における DRA の適応性 

PCFの広波長帯域におけるDRAの適応性について、SNR改善効果を用いて検討を行った。

図 3-8 に示した DRA 伝送系を想定し、信号光の増幅技術として後方励起による DRA と、

AMP を併用するものとした。また、後方に設置した AMP からの出射光パワーは、光ファ

イバへの Pinと等しいものと仮定した。さらに、光ファイバ中の累積分散、及び累積分散ス

ロープは、損失や非線形性を無視した理想的な DCFM を用いて完全に補償されるものと設

定した。計算に用いた PCF のファイバパラメータは、表 3-1 に示した PCF1 の値を用いた。

また計算モデルの簡略化のため、各波長におけるαは、PCF1 から求められるレイリー散乱

係数 1.3 dB/km•µm4 と純石英ガラスの赤外吸収損失の波長特性の和として用いた[3-12]。PCF

への Pinは 0 dBm とし、APM の NF は 6.5 dB と設定した。また、B、Bo、並びに Be は、それ

ぞれ 40 Gbit/s、40 GHz、並びに 28 GHz と設定した。さらに、後方励起光パワーの最大値

PB-maxは、安全性を考慮して 500 mW とした[3-15]。計算では、PCF に AMP のみを増幅技術

として用いた場合の SNR に対する、AMP に DRA を併用して伝送した場合の SNR の改善効

果を RSNR として求めた。 

図 3-13 は、信号波長λS 及び L を変化させたときの RSNR 特性の関係を示す。図中の実線は

等 RSNR曲線を示す。また、図中の破線は、PCF のλS における損失係数αS と最小受光レベル

Prec-min から求めた各λS での伝送距離限界 Llim であり、式(3-1)を用いて求めることができる

[3-16]。 

λα
min

lim
−−

= recin PP
L                                                   (3-1) 

ここで、Prec-minは、プランク定数 h、光速 c、1 ビット当たりの信号光電子の平均数 ns、B、 
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図 3-13 信号波長λS、及びファイバ距離 L を変化させたときの 

RSNR 特性の関係 

 

量子効率η、並びにλSを用いて、式(3-2)より求めることが可能であり、図 3-13 では受光素 

子の量子効率を 70 %として計算を行なった[3-17]。 

S

s
rec

BhcnP
ηλ

=−min                                                     (3-2) 

図 3-13 より、PCF 1 に DRA を適応することにより、800 nm から 1600 nm のλSにおいて RSNR

が 3 dB 以上となり、良好な SNR 改善量が得られることがわかる。また、波長 1000 nm 帯を

用いた約 20 km の伝送において 5 dB 以上の RSNRを得ることが可能であることがわかる。さ

らに、O から L バンドでは RSNRが 7 dB 以上であり、40 km 以上の長距離伝送に DRA を適

応することにより良好な伝送特性を実現可能であることがわかる。 

 

3.3.3  DRA 伝送における PCF の設計 

前章の図 2-13 より、DRA を適応した WDM 伝送システムでは、Aeffの増大とともに有効

入射信号光パワー幅 PWが拡大し、チャネル数を増大することが可能となるとなるため、超
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大容量・超長距離光伝送媒体としては Aeffを拡大した光ファイバが望ましい。PCF では d 及

びΛの配置条件によって、従来の充実型光ファイバでは実現不可能なファイバパラメータを

実現することが可能であり、Aeffを拡大したPCFにおけるDRA伝送の適応性を検討した。S、

C、並びに L バンド[3-18]の光通信波長帯域において、80 km の DRA 伝送システムを想定し、

SNR 改善効果を計算により求めた。計算では、図 3-8 に示した DRA 伝送系を用い、信号光

の増幅技術として後方励起による DRA と、AMP を併用するものとした。また、後方に設

置した AMP からの出射光パワーは、光ファイバへの Pinと等しいものと仮定した。さらに、

光ファイバ中の累積分散、及び累積分散スロープは、損失や非線形性を無視した理想的な

DCFM を用いて完全に補償されるものと設定した。PCF への Pinは 0 dBm とし、APM の NF

は 6.5 dB と設定した。また、B、Bo、並びに Beは、それぞれ 40 Gbit/s、40 GHz、並びに 28 GHz

と設定した。さらに、後方励起光パワーの最大値 PB-maxは、安全性を考慮して 500 mW とし

た[3-15]。各波長におけるαは、レイリー散乱係数 0.7 dB/km•µm4[3-19]と純石英ガラスの赤

外吸収損失の波長特性の和とし、OH 基吸収損失を含むその他の損失は無視できるものと仮

定した[3-12]。計算では、50 µm2 の Aeffを有する PCF に AMP のみを増幅技術として用いた

場合の SNR に対する、AMP に DRA を併用して伝送した場合の SNR の改善効果を RSNRと

して求めた。 

図 3-14 はλS と Aeffに対する等 RSNR 特性を示す。図 3-14 より、50 µm2 から 400 µm2 の Aeff

を有する PCF を用いた DRA 伝送において、波長 1450 nm から 1650 nm の波長帯域で SNR

改善効果が得られており、Aeffが約 230 µm2 以下の場合、S～L バンドで RSNR が 3 dB 以上で

あることがわかる。約 150 µm2 以上の Aeffでは、Aeffを拡大するとともに RSNR が減少してい

ることが分かる。これは、最大 RSNRを得るために 500 mW 以上の励起光パワーが必要であ

り、励起光パワー不足のために RSNRが減少しているためと考えられる。また、λSが 1500 nm

以下または 1600 nm 以上の波長領域では、それぞれレイリー散乱損失または赤外吸収損失

が大きく、DRA を使用しない伝送における SNR の劣化が大きいため、DRA を使用するこ

とによる改善効果の値が大きくなったと考えられる。 

図 3-1 に示した六方最密構造に 60 個の空孔を配置した PCF において、実際に設計可能な

空孔配置条件を検討した。図 3-15 は、Λに対する Aeff及び曲げ損失αBを示す。波長λは 1550 

nm であり、有限要素法を用いて計算を行った。図中の実線、破線、及び点線は、それぞれ

d/Λが 0.3、0.4、並びに 0.5 の時の計算結果を示す。いずれの d/Λにおいても、Λが大きくな

るほど、Aeff及びαBが増大していることが分かる。ESMを満たす条件からd/Λは0.43以下[3-5] 
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図 3-14 信号波長λS 及び実効断面積 Aeffを変化させたときの RSNR特性の関係 
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図 3-16 波長λに対する実効断面積 Aeff及び波長分散 D 特性 

 

とし、波長 1550 nm における半径 3 cm で 100 回巻いたときのαBの上限を 0.1 dB[3-20]と仮

定すると、d/Λ及びΛをそれぞれ 0.4 及び 10 µm に設計することによって、135 µm2 の Aeffが

得られることがわかる。 

図 3-16 は、d/Λ及びΛがそれぞれ 0.4 及び 10 µm のときのλに対する Aeff及び D を示す。図

3-16 より、Aeffの波長依存性は低く、S から L バンド帯において約 135 µm2 で一定であるこ

とが分かる。一方、D は 20 から 34 ps/nm•km と従来の SMF よりも大きかった[3-20]が、分

散スロープは従来の SMF と同程度[3-20]であり、累積分散は従来の DCFM で補償すること

が可能である。以上の結果から d/Λ及びΛをそれぞれ 0.4 及び 10 µmに設計することにより、

S から L バンド帯において Aeffが約 135 µm2 となり、図 3-14 から S から L バンド帯におい

て 3.5 dB 以上の SNR 改善効果を得ることが可能となる。また、図 2-13 から PWが 26 dB で

あり、充実型光ファイバよりも 2 dB 拡大でき、1.5 倍の波長多重が可能である。また、従来

の SMF や DSF と比較した場合には、波長多重数、つまり伝送容量はそれぞれ 2.0 倍及び 5.0

倍とることから、設計した PCF を用いた DRA 伝送において、非常に高い伝送性能向上が期

待できることが明らかとなった。 
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3.4 まとめ 

本章では、純石英をコアとした PCF におけるラマン特性について調査を行った。ラマン

利得係数の波長依存性を明らかにし、広波長帯域における単一波長及び C バンドにおける

WDM 伝送の伝送性能を示した。また、DRA 伝送において SNR 改善効果を向上する実効

断面積を拡大した PCF の設計を行った。本章で得られた結果を以下にまとめる。 

 PCF のラマン利得係数スペクトルを測定し、SCF と同様に 13.2 THz と 14.5 THz の励

起波長からの周波数シフトに、それぞれ SiO 結合に起因する TOM と LOM に相当す

る 2 つのピークを観測した。PCF のコア中に存在する SiO の分子結合状態が SCF と

同等であり、信号光及び励起光のコアにおける閉じ込め効果も SCF と同程度である

ことを明らかにした。 

 PCF のラマン利得係数と励起波長の関係は、純石英のバルクガラスにおけるラマン

利得係数の励起波長特性と同様に、ラマン利得係数が励起波長に反比例する関係で

あることを明らかにした。ドーパントが添加されていない PCF は、純石英ガラスと

同様に SiO 結合のみによって構成され、かつ、SiO の分子結合状態が同様であると考

えられているためである。 

 PCF を用いた DRA 伝送における単一波長伝送実験を行い、DRA を用いない場合と

比較して、853 及び 1576.5 nm の信号波長において、それぞれ 4.3 及び 1.5 dB の SNR

改善効果があることを示した。また、信号波長 1550 nm 帯での 8 チャネルの WDM

伝送では、パワーペナルティが 1.5 から 3 dB 改善され、DRA を適応した WDM 伝送

システムにおいても、PCF は高い伝送特性を有していることを明らにした。 

 試作した PCF のファイバパラメータを用い、広波長帯域における DRA の適応性を検

討した。それぞれの波長帯域における SNR 改善効果は、800 nm から 1600 nm の信号

波長において3 dB以上、波長1000 nm帯を用いた約20 kmの伝送において5 dB以上、

さらに、OからLバンドでは 40 km以上の長距離伝送において 7 dB以上が期待され、

DRA を適応することにより良好な伝送特性が得られることを明らかにした。 

 超大容量・超長距離光伝送を実現するため、実効断面積を拡大した PCF の設計を行

い、DRA 伝送の適応性を検討した。規格化空孔直径及び空孔間隔をそれぞれ 0.4 及
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び 10 µm に設計することにより、S から L バンド帯における実効断面積を約 135 µm2

一定にすることが可能となり、S から L バンド帯において 3.5 dB 以上の SNR 改善効

果を得られることを示した。また、有効入射信号光パワー幅が 26 dB と充実型光ファ

イバよりも 2 dB 拡大できることから、DRA 伝送における伝送性能を向上する PCF

の設計条件が明らかとなった。 
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第 4 章：RG-DF の DRA 特性 

4.1 はじめに 

第 2 章及び第 3 章では、DRA 伝送路を新設する場合の最適な光ファイバの設計条件を明

らかにした。しかし、既設伝送路に DRA を適応する場合には、伝送路の一部に異種ファイ

バを組み合わせたハイブリッド伝送路を用いることによって、伝送性能を向上することが

可能である。例えば、実効断面積の異なる光ファイバを組み合わせたハイブリッド伝送路

を用いた DRA 伝送システムにおいて、良好な伝送性能が実現可能である[4-1]、[4-2]。また、

ラマン増幅を含む光ファイバ中の非線形現象は、光ファイバの長手方向におけるファイバ

パラメータの分布特性に依存して変化することから、非線形現象の一つである誘導ブリル

アン散乱や四光波混合などは、光ファイバの長手方向に沿ってコアのドーパント量を変化

させることによって発生を抑制することができる[4-3]、[4-4]。DRA における増幅特性は、

光ファイバの屈折率分布によって決定されるラマン利得率によって効果が変化し、光ファ

イバの長手方向に沿って線形にラマン利得率を変化させた RG-DF を既設伝送路と組み合わ

せることにより、良好な増幅特性が期待できる。 

本章では、光ファイバの長手方向に沿って線形にラマン利得率を変化させた RG-DF を用

いたハイブリッド伝送路に後方励起による DRA 伝送システムを適応した場合の SNR 改善

効果を算出する計算モデルを示し、実験及び計算により DRA 伝送特性を明らかにする。ま

た、RG-DF におけるファイバパラメータと SNR 改善効果の関係を明らかにし、RG-DF の設

計条件と DRA 伝送特性の関係について述べる。 

 

4.2 RG-DF のラマン増幅特性 

4.2.1 計算モデル 

RG-DF の DRA 伝送における SNR 改善効果を検討するため、光ファイバを n 個のセグメ

ントに分割し、各セグメントにおいて屈折率分布が段階的に変化することとした。つまり、

光ファイバの長手方向に沿ってコアと純石英との比屈折率差及び実効断面積が変化し、結

果的にラマン利得率を変化させることが可能となる。図 4-1 は、光ファイバ構造のイメージ

図を示す。ここで、CR(i)は i 番目のセグメント(i = 1, 2, . . . , n)におけるラマン利得率を示す。

CR(i)は、i 番目のセグメント(i = 1, 2, . . . , n)におけるラマン利得係数 gR(i)及び実効断面積 
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図 4-1 光ファイバ構造のイメージ図 

 

Aeff(i)を用いて式(2-4)より算出できる。尚、長さ∆L(i)の各セグメントにおいて、ファイバパ

ラメータは一定であると仮定した。  

DRA 伝送における SNR 改善効果 RSNR は式(2-21)に定義される。本章では、RG-DF を適

応した伝送路を想定しており、EDFA と DRA を併用させた場合の雑音指数 NFEDFA+DRA及び

非線形性 RN は、ASE による光雑音パワー密度 NASE、フォトンエネルギーhν、DRS による

雑音パワーPDRS、電気フィルタ幅 Be、光フィルタ幅 Bo、並びに有効相互作用長 Leffを用いて、

それぞれ式(4-1)及び式(4-2)に表される。 
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ここで、TEDFA(i)、TEDFA+DRA(i)、GR(i)、γEDFA+DRA(i)、γEDFA(i)、並びに P(i)は、それぞれ i 番目

のセグメント(i = 1, 2, . . . , n)における、EDFA のみを使用した場合の伝送損失、EDFA と DRA

を併用させた場合の伝送損失、ラマンゲイン、EDFA と DRA を併用させた場合の非線形係

数、EDFA のみを使用した場合の非線形係数、並びに光伝送パワーである。また、NFEDFA

は EDFA の NF である。TEDFA+DRA(i)及び TEDFA(i)は、それぞれ i 番目のセグメント(i = 1, 2, . . . , 

n)における信号波長の損失係数αEDFA+DRA(i)及びαEDFA(i)を用いて、式(4-3)及び式(4-4)に表さ

れる。 
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))()(exp()( iLiiT DRAEDFADRAEDFA ∆−= ++ α                                 (4-3) 

))()(exp()( iLiiT EDFAEDFA ∆−= α                                        (4-4) 

また、GR(i)、NASE、並びに PDRSは、i 番目のセグメント(i = 1, 2, . . . , n)における励起波長の

損失係数αP(i)、レイリー散乱係数 RF(i)、並びに後方励起光パワーPP を用いてそれぞれ式(4-5)、

(4-6)、並びに(4-7)に表される。 
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第 2 章の 2.2.2 項及び 2.3.1 項で示したように、gR、γ、α、並びに RFは、それぞれコアと純

石英との比屈折率差と相関関係にあるため、光ファイバの長手方向に沿ってコアと純石英
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との比屈折率差及び実効断面積を変化し、上記式(4-1)から式(4-7)を用いることによって、

RG-DF を用いた DRA 伝送における SNR 改善効果を算出することが可能である。 

 

4.2.2  DRA を適応した伝送特性 

4.2.1 項で示した計算モデルの検証を行うため、既設伝送路として DSF を想定し、RG-DF

と組み合わせて用いたハイブリッド伝送路において、後方励起による DRA を適応した伝送

システムにおける伝送特性を計算及び実験により調査した。本章では、DRA 伝送路は、長

手方向に沿って均一なファイバパラメータを有する DSF と長手方向に沿ってラマン利得率

が線形に増大または減少するRD-GFから構成されるものと設定した。表 4-1に使用したDSF

及び RG-DF のファイバパラメータを示す。RG-DF は両側のファイバ端において異なるコア

直径を有しており、そのため、両側のファイバ端(A)及び(B)における MFD 及び遮断波長は、

それぞれ異なる値となっている。図 4-2 は、RG-DF の長手方向における MFD 分布を示す。

RG-DF の 1550 nm における波長分散の平均値は、4.2 ps/nm•km であった。また、及び RG-DF

の 1550 nm における損失係数は、それぞれ 0.20 及び 0.37 dB/km であり、光ファイバ伝送路

の全長における伝送損失は 19.62 dB であった。ここで、Aeff(i)は、i 番目のセグメント(i = 1, 

2, . . . , n)における MFD である W(i)を用いて式(4-8)から求めた。 

2

2
)()(






=

iWiAeff π                                                  (4-8) 

図 4-3 は、DRA 伝送路構成を示す。DRA 伝送路は 50 km の DSF と 26 km の RG-DF から

構成され、DSF へ入射された信号光は RG-DF を伝搬し、サーキュレータ及び BPF 等のコン 

DSF RG-DF
比屈折率差 ∆ (%) 0.85 0.87 (A), 0.87 (B)
モードフィールド径 (µm)* 7.7 8.3 (A), 7.8 (B)
遮断波長 λc (µm) 1.00 1.40 (A), 1.05 (B)
波長分散 D (ps/nm•km)* 0.1 4.2
損失係数 α (dB/km)* 0.20 0.37
ファイバ長 (km) 50 26

*λ = 1550 nm  

表 4-1 DSF 及び RG-DF のファイバパラメータ 
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図 4-2  RG-DF の長手方向における MFD 分布 
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図 4-3 DRA 伝送路構成 

 

ポーネントを介して受光器へ出射されることとした。信号光の増幅では、後方励起による

DRA と 6.0 dB の NF を有する EDFA を併用するものとした。信号光源として波長 1550 nm

の ECL を用い、LN 外部変調器によって、10 Gbit/s の 1/2 のマーク率の NRZ 信号に変調し

た。また、励起光源として波長 1450 nm の RFL を用い、励起光はアイソレータ及びサーキ

ュレータを介して RG-DF へ入射されるものとした。ここで、10 Gbit/s の伝送速度に対して

受信機中に含まれる Bo及び Be は、それぞれ 10 及び 7 GHz と設定した。実験では、OSA に
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よりラマンゲイン GR 及び ASE 雑音パワーPASEを測定し、また、ED によって BER を測定

し、BER、Q 値、並びに SNR の関係[4-5]から SNR を算出し、RSNR を求めた。 

図 4-4 は PP に対する(a)GR 及び(b)PASEを示す。図中の破線及び黒丸は、それぞれ RG-DF

の(A)端より励起光を入射した場合の計算及び測定結果を示す。また、実線及び白丸は、そ

れぞれ RG-DF の(B)端より励起光を入射した場合の計算及び測定結果を示す。図 4-4(a)より、

測定結果における PP に対する GRの傾向が計算結果とよく一致していることが分かる。また、

測定及び計算結果において、RG-DF の(B)端から励起光を入射した場合の各 PPにおける GR

は、(A)端から励起光を入射した場合よりも大きくなった。例えば、(B)端から励起光を入射

した場合の 600 mW の PPにおける GRの実験結果は、(A)端から励起光を入射した場合に対

して約 0.5 dB 大きかった。これは、DRA 伝送路における RG-DF の長手方向に対するファ

イバパラメータの方向依存性による効果であると思われる。また、図 4-4(b)より、測定結果

では 600 mW 以上の PP における測定結果が計算結果よりも大きくなったが、600 mW 以下

の PP において測定及び計算結果の PP に対する PASE の傾向はよく一致した。雑音パワーの

測定では、1550 ± 2.5 nm の領域における信号スペクトルを測定し、スペクトル中の裾部分

である雑音パワーをガウス型に近似することにより波長 1550 nm における雑音パワーを算

出した[4-6]。PP が小さい領域における雑音成分は ASE 雑音が支配的であるのに対し、PPが

大きくなるとともに DRS 雑音が増大し、信号スペクトルの裾部分に影響を与えるため、600 

mW 以上の PP における測定は計算結果と一致しなかったものと考えられる。また、500 mW

以下の PPにおいて、(A)端から励起光を入射した場合の各 PP における PASEの実験結果は、

(B)端から励起光を入射した場合よりも大きく、さらに、(A)端から励起光を入射した場合の

各 PP における PASEの計算結果に対して約 2.0 dB 大きかった。(A)端から励起光を入射した

場合の実験では、信号光の変調条件が不十分であり、信号入射側の EDFA において過剰な

雑音成分が付加され、光ファイバへ入射した信号光の SNR がもともと良好ではなかった。

この過剰に付加された雑音成分が DRA によってさらに増幅されたため、(A)端から励起光

を入射した場合の PASEは大きな値となってしまったものと考えられる。 

図 4-5 は PP に対する RSNRを示す。図中の破線及び黒丸は、それぞれ RG-DF の(A)端より

励起光を入射した場合の計算及び測定結果を示す。また、実線及び白丸は、それぞれ RG-DF 

の(B)端より励起光を入射した場合の計算及び測定結果を示す。ここで、受光パワーPrec 及

び入射信号光パワーPin は、それぞれ-18 及び-5 dBm とした。図 4-5 より、測定結果におけ

る PPに対する RSNR の傾向が計算結果とよく一致していることが分かる。特に、RG-DF の(B) 
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図 4-4 後方励起光パワーPP に対する(a)ラマンゲイン GR 及び(b)ASE 雑音パワーPASE 
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図 4-5 後方励起光パワーPP に対する SNR 改善効果 RSNR 

 

端から励起光を入射した場合では、各PPにおけるRSNRの測定及び計算結果はよく一致した。

一方、(A)端より励起光を入射した場合では、200 から 500 mW の PP において測定結果が計

算結果よりも劣化した。これは、図 4-4(b)で示したように、入射信号光における変調条件の

不備から、増幅器等で付加された過剰な ASE 雑音成分の影響であると考えられる。さらに、

(B)端から励起光を入射した場合の最大 SNR 改善効果 RSNR-max は、計算及び測定ともに(A)

端から励起光を入射した場合の値よりも大きくなった。以上の結果から、4.2.1 項で示した

計算モデルが、RG-DF を使用した DRA 伝送性能の評価において有効であることが確認され

た。また、RG-DF の(B)端における実効断面積 Aeff は(A)端における Aeffよりも小さく、つま

り、後方励起による DRA 伝送システムにおいて、光ファイバの長手方向に沿って信号入射

側から信号出射側に向けて CR が線形に増大する RG-DF を使用することにより、より高い

伝送性能を達成できることが明らかとなった。 

 

4.3 RG-DF による SNR 改善効果 

4.3.1 ファイバパラメータと SNR 改善効果の関係 
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RG-DF を用いた後方励起による DRA 伝送システムでは、RG-DF の長手方向に沿って CR

を増大させることによって、より高い SNR を得ることができる。そこで、ラマン利得率の

変化量 RCR を式(4-9)に定義し、RG-DF のファイバパラメータと SNR 改善効果の関係を検討

した。 

inputRoutputR

inputRoutputR
CR CC

CC
R

−−

−−

+

−
≡                                              (4-9) 

ここで、CR-input 及び CR-output は、それぞれ RG-DF の信号入射側及び信号出射側における CR

を表す。光ファイバの CR は屈折率分布から得られるコアと純石英との比屈折率差∆1 及び

Aeff から求めることができるため、RG-DF の RCR は信号入射側及び信号出射側における屈

折率分布を設定することにより決定することが可能である。4.2.2 項より、RG-DF を用いた

後方励起による DRA 伝送システムでは、信号入射側から信号出射側に向けて CR が線形に

増大することにより SNR 改善効果が高くなるため、本章では CR-output を大きく、かつ CR-input

を小さく設計したの符号がプラスとなる RG-DF を想定した。RG-DF を用いない、長手方向

において均一なファイバパラメータを有する光ファイバのみを伝送路として用いた場合の

RSNR を RSNR_without_RG-DFとし、均一なファイバパラメータを有する光ファイバに RG-DF を組

み合わせて伝送した場合の RSNR を RSNR_with_RG-DF と定義した時、RG-DF を適応した場合の

RSNR を RSNR-RGDFとして式(4-10)に定義した。 

DFRGwithoutSNR

DFRGwithSNR
RGDFSNR R

R
R

−

−
− ≡

__

__                                       (4-10) 

図 4-6 は RG-DF の長さ LRG-DF及び RCR を変化させたときの RSNR-RGDF特性の関係を示す。 

ここで、均一なファイバパラメータを有する光ファイバの∆1 及び Aeff は、それぞれ 0.85 %

及び 45 µm2 を用いた。RG-DF のファイバパラメータは∆1 を 0.85 %一定とし、Aeffの平均値

を 45 µm2 として信号入射側及び信号出射側の Aeff を変化した。DRA 伝送路の全長を 80 km 

とし、EDFA の NF は 6.5 dB に設定した。また、波長 1550 nm の信号光を 10 Gbit/s の NRZ

信号に変調したものと想定し、Bo及びBeはそれぞれ 10 及び 7 GHz に設定した。図 4-6 より、

各 RCR において、約 20 km の LRG-DFで RSNR-RGDF の最大値が得られることが分かる。光ファ

イバ中のラマン特性は、Leffによって制限され、0.85 %の∆1 から得られる損失係数と 80 km

の L から得られる Leffは約 20 km であるため、RSNR-RGDF の最大値が約 20 km の LRG-DFで得

られたものと考えられる。また、RCR が増大するとともに RSNR-RGDF の最大値も増大し、例

えば 23 km の LRG-DFと 0.4 の RCRにおいて、約 1 dB の RSNR-RGDFが得られることが分かる。 
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図 4-6 RG-DF の長さ LRG-DF及びラマン利得率の変化量 RCRを変化させたときの RG-DF を

適応した場合の SNR 改善効果 RSNR-RGDF特性 

 

4.3.2 DRA 伝送における RG-DF の設計 

4.3.1 項より、RCRが大きくなるほど SNR 改善効果が高くなることから、DRA 伝送システ

ムに適応する RG-DF の設計条件としては、遮断波長λC、曲げ損失αB、並びに波長分散 D 特

性で制限される領域の中で RCR が最も大きくなるように、信号入射側及び信号出射側におけ

る屈折率分布を設定することが重要である。波長 1550 nm の 1 チャネル伝送を想定し、零

分散波長λ0を 1550 nm と設定した場合の、階段型の屈折率分布における RG-DF の設計領域

を検討した。ここで、中心コアと純石英との比屈折率差を∆1 とし、サイドコアと純石英と

の比屈折率差を∆2 と設定した。また、コア及びサイドコアにおける半径をそれぞれ a1 及び

a2 と設定し、相対比屈折率差 R∆及び相対コア半径 Ra をそれぞれ式(4-11)及び式(4-12)に定義

した。 

2

1

∆
∆

≡∆R                                                           (4-11) 
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図 4-7 コアと純石英との比屈折率差∆1に対する波長 1550 nm における実効断面積 Aeff及び

ラマン利得率 CR 

 

2

1

a
aRa ≡                                                           (4-12) 

図 4-7 は∆1に対する波長 1550 nm における Aeff及び CRを示す。ここで、R∆及び Ra はそれ

ぞれ 0.1 及び 0.5 を用いた。図中の実線及び破線は、それぞれ Aeff及び CR を示す。図 4-7 よ

り、∆1が大きくなると伴に Aeffは小さくなり、CR は大きくなる。図中の点線は、波長 1550 nm

における半径 3 cmで 100回巻いたときのαBの上限を 0.5 dB、信号波長 1550 nmに対して 13.2 

THz 周波数シフトした波長 1460 nm をλCの上限と設定[4-7]したときの設計制限を示す。こ

れらの制限より、∆1は 0.64 から 1.4 %までで設計可能であることが分かる。同時に Aeff及び 

CRは、それぞれ 20.1 から 46.8 µm2 及び 0.9 から 2.9 Wkm-1 で使用することが可能である。

従って、式(4-12)より RCRの最大値は 0.53 となる。ここで、∆1及び Aeff の平均値は、それぞ

れ 1.02 %及び 33.5 µm2 であった。 

図 4-8 は 0.53 の RCRにおける LRG-DFに対する RSNR-RGDFを示す。ここで、信号入射側の∆1

及び Aeffはそれぞれ 0.64 %及び 46.8 µm2、信号出射側の∆1 及び Aeff はそれぞれ 1.4 %及び 20.1  
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図 4-8 0.53 のラマン利得率の変化量 RCR における RG-DF の長さ LRG-DFに対する RG-DF を

適応した場合の SNR 改善効果 RSNR-RGDF 

 

µm2 を用いた。また、均一なファイバパラメータを有する光ファイバの∆1及び Aeffは、図 4-7

における∆1 及び Aeffの平均値である 1.02 %及び 33.5 µm2 を用いた。また、システムパラメー

タは 4.3.1 項の図 4-6 と同じ値を用いた。図 4-8 より、約 8 km の LRG-DFにおいて、RSNR-RGDF

は最大値である 1.3 dB を得ることができることが分かる。図 4-6 及び図 4-8 において Aeffの

平均値は異なり、また、図 4-6 で∆1はは一定であるのに対して図 4-8 では信号入射側から信

号出射側までの∆1が線形に変化していた。しかしながら、RCRが 0.53 における RSNR-RGDFの

最大値は同程度であった。またこのときの最適な LRG-DFは図 4-8 のほうが図 4-6 よりも短く

なった。図 4-8 では∆1 の平均値が大きく、励起波長における損失係数が大きくなり、Leffが

短くなったため、最適な LRG-DFが短くなったものと考えられる。一方、Aeff の相違は、2.3.2

項で示したように必要となる励起光パワーに依存し、励起光パワーの制限がない場合には

SNR 特性への影響は無視できる。このため、異なる Aeffを適応した DRA 伝送の計算におい

て、同等の SNR 改善効果が得られたものと思われる。以上の結果から、DSF を用いた全長

80 km のハイブリッド伝送路に DRA を適応する場合、伝送路の一部をファイバ長を最適な

値に調整した 0.4 以上の RCR を有する RG-DF に置き換えることによって、1 dB 以上の SNR

改善効果を得ることが可能であることが明らかとなった。1 dB の SNR 改善では、仮に、20 
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dB の SNR の場合、シャノン理論により 0.3 bps/Hz の周波数利用効率が向上される。今回、

1 チャネル伝送を想定して RG-DF の設計を行ったが、約 20 THz の帯域を有する S から L

バンドでの WDM 伝送を想定して光ファイバの設計を行った場合には、約 6 Tbps の伝送容

量拡大が期待できる。 

 

4.4 まとめ 

本章では、光ファイバの長手方向に沿って線形にラマン利得率を変化させた RG-DF を用

いたハイブリッド伝送路の後方励起によるDRA 伝送システムを適応した場合のラマン増幅

特性及び伝送特性を明らかにした。また、RG-DF におけるファイバパラメータと SNR 改善

効果の関係を明らかにし、RG-DF の設計条件と DRA 伝送特性の関係を明らかにした。本章

で得られた結果を以下にまとめる。 

 均一なファイバパラメータを有する光ファイバに RG-DF を組み合わせたハイブリッ

ド伝送路の後方励起による DRA 伝送において、光ファイバの長手方向に線形にラマ

ン利得率が増大する RG-DF を用いることによって、後方励起光パワーに対するラマ

ンゲインが増大し、結果として高い SNR 改善効果を得られることを明らかにした。 

 RG-DF の長手方向におけるラマン利得率の変化量及びファイバ長をパラメータとし

て、RG-DF を用いることによる SNR 改善効果の調査を行った。実効断面積を変化さ

せることによりラマン利得率を変化させた RG-DF を用いた後方励起による DRA 伝

送システムにおいて、ラマン利得率変化量が増大するとともに、RG-DF を適応した

場合の SNR 改善効果の最大値が増大することを明らかにした。また、RG-DF の最適

な長さは有効相互作用長に依存することを示した。 

 階段型の屈折率分布を仮定して RG-DF の設計領域を調査し、設計した RG-DF を用

いた後方励起によるDRA伝送システムにおける SNR改善効果を確認した。波長 1550 

nm の 1 チャネル伝送を想定して、遮断波長、曲げ損失、並びに波長分散特性を決定

することにより、比屈折率差は 0.64 から 1.4 %で設計可能であり、そのときの実効

断面積は 20.1 から 46.8 µm2、またラマン利得率は 0.9 から 2.9 Wkm-1で使用可能で

あることを明らかにした。また、得られるラマン利得率の変化量の最大値は 0.53 で

あり、約 8 km のファイバ長を用いて 1.3 dB の SNR 改善効果が得られることを明ら
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かにした。 
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第 5 章：高出力光照射に対する光ファイバの長期信頼性 

5.1 はじめに 

DRA を適応した WDM 伝送では、光信号の多重によるトータル信号光パワーレベルの増

加、また、DRA の励起により、光ファイバ中に入射される光パワーレベルが数百 mW 以上

となることが想定される。高出力光照射に対する信頼性の調査は、DRA を適応した WDM

伝送システムを使用した光ファイバ伝送路において非常に重要な検討課題である。 

一般に、短期的に発生する光ファイバの損傷の要因として、コネクタ端面における汚れ

や不純物の付着による光ファイバヒューズ[5-1]、[5-2]や、非常に小さい曲げ半径で光ファ

イバを曲げた時の漏洩光による光ファイバ被覆の損傷[5-3]などがあげられる。これに対し、

長期的に高出力光を照射することによって、アモルファスSiO2中では、放射線誘起欠陥[5-4]

や、光誘起欠陥[5-5]-[5-8]が発生することが報告されている。また、純石英やドーパントを

含む石英では、生成された欠陥が紫外や可視領域において光の損失となりうる[5-4]。さら

に、純石英、またはドーパントが添加された石英系ファイバは、構造内に欠陥を含んでい

るため、紫外、可視、並びに赤外領域において光の減衰を受けることがある[5-4]。光ファ

イバの第二高調波(Second harmonic generation : SHG)[5-9]や、ファイバブラッググレーティン

グ(Fiber Bragg Grating : FBG)へ応用される光誘起屈折率変化[5-10]は、ゲルマニウムドープ

ファイバにおいて光誘起欠陥に関連する現象の例としてよく知られている。 

本章では、DRA 伝送システムにおける、長期的な高出力光照射による光誘起欠陥の影響

を調査する。SCF 及び DSF に、それぞれ波長 1480 nm、数 W の連続光を約 2000 時間に渡

って連続照射を行い、照射実験前後におけるラマンスペクトル及び損失係数スペクトルの

スペクトル形状変化の測定結果から、多光子吸収による欠陥増加に関する長期信頼性を明

らかにする。 

 

5.2 高出力光照射による光ファイバへの影響 

5.2.1 純石英ガラスにおける光反応 

光ファイバの母材である石英ガラスは、放射線や紫外線といった高エネルギーの照射に

より、常磁性欠陥が発生する。常磁性欠陥の中で最も有名である E’センターは、3 つの酸素

と結合した珪素に 1 つの不対電子が存在する構造(≡Si·)の欠陥である。高純度シリカに 100 
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keV 以上の高エネルギーを照射することにより、式(5-1)に示されるようにノックオン過程か

らコンプトン電子がはじき出される[5-11]。 
−+ +≡+≡→≡−≡ eSiSiSiSi ・                                (5-1) 

また、0.4 から 3.9 keV のエネルギーを有する X 線照射においても、ノックオン過程により

高濃度のE’センターが生成する[5-12]。さらに、含有するOH基が数 ppmであるシリカでは、

5 から 7.9 eV の紫外レーザー照射によっても E’センターが生成される[5-13]。 

また、E’センターと同様に石英ガラスの常磁性欠陥として知られる非架橋酸化ラジカル

(Non Bridging Oxygen Hole Center : NBOHC)も、石英ガラスに高エネルギー照射を行なうこ

とにより生成される。NBOHC の生成過程は、式(5-2)、式(5-3)、並びに式(5-4)に表される[5-11]、

[5-14]。 

・・ OSiSiSiOSi −≡+≡→≡−−≡                              (5-2) 

)(2 ・OSiSiOOSi −≡→≡−−−≡                                  (5-3) 

・・ HOSiOHSi +−≡→−≡                                    (5-4) 

式(5-2)、(5-3)、並びに(5-4)において、結合を切断するために必要なエネルギーは、それぞ

れ 7.9 eV(Si-O 結合)、9 eV(O-O 結合)、並びに約 20 eV(O-H 結合)であり、F2 レーザー(7.9 eV)

や ArF レーザー(6.4 eV)などを用いた光誘起欠陥生成では、主に、式(5-2)、及び式(5-3)に示

される過程を経て NBOHC が生成される[5-8]、[5-11]。 

分布ラマン増幅を適応した光ファイバ伝送においては、ラマン増幅を行なうために高出

力の励起光を伝送路中に入射する必要がある。1260 から 1625 nm の光通信波長帯域におい

て分布ラマン増幅を使用する場合、0.8 から 1.0 eV のエネルギーを有する励起光が用いられ

る。E’センターや NBOHC の生成に必要となるエネルギーは数 eV であるため、光通信波長

帯域における分布ラマン増幅の使用において 1 光子過程による光誘起欠陥はほとんど生成

されない。しかしながら、0.1 ps、4.0 eVのパルス光照射において、2光子過程により5.6 eV(220 

nm)及び 2.0 eV(630 nm)のそれぞれ E’センター及び NBOHC に起因する光吸収強度が増加す

ることが報告されており[5-7]、多光子過程を経ることによって欠陥が生成される可能性が

ある。また、光ファイバにおける分布ラマン増幅技術は、光ファイバ中の各分子結合に起

因するラマン散乱を用いており、光誘起欠陥生成によって分子結合状態が変化してしまう

場合、ラマン増幅特性への影響が懸念される。特に、Si-O-Si の伸縮モードに起因する 440 

cm-1(13.2 THz)のブロードなピークや、構造不規則性において欠陥とされる 3 員環、及び 4

員環構造に起因するそれぞれ D1、及び D2と呼ばれる 606 cm-1(18.0 THz)、及び 495 cm-1(14.5 
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THz)の鋭いピーク[5-15]は、ラマン増幅帯域に観測されるためこれらの結合状態の変化は、

ラマン利得変動による伝送性能劣化の要因となる可能性がある。 

 

5.2.2 ゲルマニウムドープガラスにおける光反応 

ゲルマニウムドープガラスでは、高エネルギーの照射により、ゲルマニウムドープガラ

ス中に存在する Ge-Ge 結合が切断されることによって、GeE’センター(≡Ge·)の生成ととも

に電子がはじき出される[5-16]。 
−+ +≡+≡→≡≡ eGeGeGeGe ・                             (5-5) 

光誘起欠陥である GeE’センターの生成は、これまでに数多く報告されており[5-17]、[5-18]、

GeE’センターに関連する現象の例として、光誘起による SHG[5-9]や光誘起屈折率変化[5-10]

がよく知られている。例えば、紫外光である 4.9 eV の水銀ランプを GeO2-SiO2 ガラスへ照

射することにより、5 eV 付近の酸素欠乏欠陥に起因する吸収バンド及び 6.4 eV 付近の強い

ピークの生成を伴って GeE’センターが発生する[5-18]。また、KrF レーザーや XeCl レーザ

ー照射により、2 つの常磁性欠陥である 4 員環に配位された Ge イオン(Germanium electron 

center : GEC)に関連する電子トラップセンターと自己トラップホールセンター(Self-trapped 

hole : STH)が生成され、長時間のレーザー照射により GEC 構造が飽和状態となり、GeE’セ

ンターが生成される[5-18]。 

石英を母材とするゲルマニウムドープガラスへの高エネルギーの照射による欠陥生成以

外のメカニズムとして、構造緩和により構造の再配列が生じ、純石英の緻密化が起こる。

ラマンスペクトルはファイバ中の分子結合状態に起因してピークを発生するため、この純

石英の緻密化は、ラマンスペクトル形状を変化する原因となる[5-19]。13 %mol のゲルマニ

ウムを添加した石英ガラスは、436 cm-1(13.0 THz)付近の周波数シフト位置に Ge-O-Ge の伸

縮モードと Si-O-Si の伸縮モードが相互作用したブロードなピークが存在する。このガラス

に 5.0 eV の KrF レーザーや 6.0 eV の ArF レーザーを照射すると、石英の緻密化が生じ、SiO

結合が優勢となるため、Si-O-Si の伸縮モードである 440 cm-1(13.2 THz)のピーク、及び D1

と呼ばれる 4 員環構造に起因する 495 cm-1(14.5 THz)のピークへと変化する。また、606 

cm-1(18.0 THz)の周波数シフト位置に存在するD2と呼ばれる 3員環構造に起因するピークは、

純石英の緻密化に伴って、より鋭い形状となる[5-19]。したがって、ゲルマニウムドープフ

ァイバを用いた伝送路において、ラマン増幅などにより高出力励起光の入射により、光誘 
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起が発生する場合には、ラマン利得変動による伝送性能劣化の要因となる可能性がある。 

 

5.3 実験 

5.3.1 実験構成 

図 5-1 は、高出力光照射実験系を示す。波長 1480 nm の RFL の出射光を、熱放射板を備

えたアイソレータを介して被測定ファイバに入射した。被測定ファイバからの出射端は、

出射端面からの反射光を抑制するため、斜め研磨(Angled physical contact : APC)コネクタを

接続し、被測定ファイバからの出射光を熱放射板へ照射した。被測定ファイバは、高出力

光照射による欠陥生成の、コアのドーパントによる影響を考察するため、クラッドにフッ

素を添加した SCF と、SMF よりも高いゲルマニウム添加量であり、かつ、小さい実効断面

積を有する DSF を用いた。表 5-1 は、測定に用いた光ファイバのファイバパラメータを示

す。ここで、DSF のゲルマニウム添加量は 7.2 mol%であり、SCF 及び DSF のコアとクラッ

ドとの比屈折率差は、それぞれ 0.4 %及び 0.8 %であった。また、波長 1390 nm における損

失係数の測定値より、SCF 及び DSF の OH 濃度は、それぞれ 0.002 ppm 及び 0.001 ppm と推

定される。被測定ファイバは紫外光照射硬化剤により被覆され、直径 20 cm のボビンに巻い 

RFL
λ = 1480 nm

アイソレータ

被測定光ファイバ

APC
コネクタ

放射

熱放射版

 

図 5-1 高出力光照射実験系 

SCF DSF

ゲルマニウム濃度 (mol%) 0 7.2

ファイバ長 (km) 3 1

損失係数* (dB/km) 0.20 0.23

実効断面積* (µm2) 73 44

ラマン閾値パワー* (W) 15 17

*λ = 1480 nm  
表 5-1 光ファイバパラメータ 
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た状態で固定した。SCF 及び DSF への入射光パワーは、それぞれ 8 W 及び 8.5 W であり、

各光ファイバにおける入射光パワー密度は、それぞれ 11 MW/cm2及び 19 MW/cm2であった。

また、入射光の半値全幅は 1.5 nm であるものを光源に用いた。ここで、入射光のスペクト

ル幅が非常に狭い場合、誘導ブリルアン散乱によって非線形的な後方散乱光が発生し、高

出力光を被測定ファイバに照射することができない。そこで、本実験では誘導ブリルアン

散乱を抑制できるほど十分広い半地全幅を有する光を入射光に用い、被測定ファイバから

の出射光パワーが入射光パワーと線形的に増大することを確認した。一方、ラマン閾値を

得るための臨界励起光パワーP0
cr は、実効断面積 Aeff、ラマン利得係数 gR、並びに有効相互

作用長 Leffを用いて式(5-6)に表すことができる。 

effR

effcr

Lg
A

P
×

≅
16

0                                                      (5-6) 

表 5-1 より、SCF 及び DSF の臨界励起光パワーは、それぞれ 15 W 及び 17 W であり、照射

実験に用いた入射光パワーはそれぞれのラマン閾値よりも小さいため、誘導ラマン散乱に

よる励起光のラマンシフトは無視できる程小さいと考えられる。 

上記の高出力光照射実験系を用い、約 2000 時間の照射の前後における損失係数及びラマ

ン利得係数スペクトルの変化の比較を行なった。ここで、カットバック法により損失係数

の波長特性を測定した。また、ラマン利得係数スペクトル測定において、信号光、及び励

起光として、それぞれ広帯域 LED 及び波長 1480 nm のラマンファイバレーザーを用いた後

方励起法により測定を行なった。 

 

5.3.2 SCF の光学特性変化 

図 5-2 は、高出力光照射実験前後における SCF の損失係数スペクトルを示す。高出力光

照射実験は、室温環境下で行なった。図中の実線、及び破線は、それぞれ照射実験前及び

1900 時間照射実験後の測定結果を示す。尚、スペクトル分解能は 10 nm であった。図 5-2

より、波長 600 nm から 1600 nm において、照射実験前後における損失係数スペクトルの明

らかな相違は観測されないことがわかる。したがって、波長 1480 nm の 8 W(11 MW/cm2)の

エネルギーを有する光を、SCF に 1900 時間した場合においても、光通信波長帯域における

損失係数への影響は無視できる程小さいものと考えられる。アモルファスな SiO2 では、波

長 315 nm(4.0 eV)の非常に強いレーザーパルスを入射することにより、波長 630 nm に一時 
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図 5-2 損失係数スペクトル 

 

的な吸収が生じることが観測されている[5-7]。波長 630 nm の誘導吸収は NBOHC の形成に

起因するものである。ここで、3 TW/cm2 のパルスピーク強度に相当する 0.4 J/cm2/pulse の光

パワー密度であり、4.0 eV のエネルギーを有する 120 fs のパルス光を使用する場合、NBOHC

は 2 光子過程によって引き起こされる。また、よりエネルギーの高い、波長 157 nm(7.9 eV)

の F2 エキシマレーザーにより、1 光子過程によって E’センターと NBOHC がともに観測さ

れることも報告されている[5-8]。しかしながら、図 5-2 より、本実験においては 630 nm に

おいても誘導吸収は観測されなかった。本実験における NBOHC の検出限界は、式(5-7)に

示される Smakula の式[5-20]を用いて求めることができる。 

22

17

)2(
1029.1
+

×
=

n
nfNc
αω

                                              (5-7) 

ここで、Nc、f、n、α、並びにωは、それぞれ欠陥中心の濃度、振動子強度、ファイバコア

の屈折率、吸収バンドのピークにおける吸収係数、並びに半値全幅である。式(5-7)の f、n、

α、並びにωの項に、それぞれ 1.5×10−4 [5-21]、1.46、2.3×10−7 cm-1、並びに 0.2 eV [5-22]を
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代入することにより、2 ×1012 cm-3 の Ncが得られる。ここで、αは、波長 630 nm の測定に

おける分解能 0.1 dB/km から算出した。それゆえ、1900 時間の照射によって生成された

NBOHC の検出限界は 2 ×1012 cm-3 以下であると考えられる。本実験におけるエネルギーは

0.84 eV(1.48 µm)であるため、NBOHC が発生するためには多光子励起(m ≥ 10)が必要となる。

多光子吸収断面積は、2 光子吸収断面積よりも非常に小さいため、本実験で使用した光強度

では NBOHC を発生させることは不可能であると考えられる。  

Friebele らは、1 MeV 以下の放射エネルギーにより、石英、及びドーパントをコアに添加

したファイバにおいて、赤外領域での放射線誘起欠陥が発生することを報告している[5-4]。

しかしながら、本実験においては、使用したフォトンエネルギーが、赤外領域での誘起吸

収が発生しないほど低かったと考えられるため、図 5-2 からも明らかなように、赤外領域に

おいて 0.01 dB/km 以下の損失変動しか観測されなかった。 

図 5-3(a)は、高出力光照射実験前後において、励起波長 1480 nm を用いて測定した SCF

の規格化ラマン利得係数スペクトルを示す。図中の実線、及び破線は、それぞれ照射実験

前及び 1900 時間照射実験後の測定結果を示す。また、図 5-3(b)は、高出力光照射実験前後

における規格化ラマン利得係数の差分を示す。尚、図 5-3(a)は 13.2 THz の SiO 結合に起因

するピークが 1 となるように規格化したスペクトルを示す。図 5-3(a)より、14.6 THz 及び 18.0 

THz にそれぞれ D1バンド、及び D2バンドの 2 つの鋭いピークが観測される。これらのピー

クは、それぞれ石英ガラスにおいて 4 員環、及び 3 員環の左右対称の伸縮モードに起因し

ている[5-15]、[5-23]。図 5-3(a)、及び(b)より、8 W の高出力光を 1900 時間照射した後の規

格化ラマン利得係数スペクトルは、照射実験前とほぼ同等であり、その差は±5 %未満であ

った。近年、F2 レーザー照射によって 3 員環、及び 4 員環の結合が切断されることにより、

E’-NBOHC ペアが生成されることが報告されている[5-8]。D1、及び D2バンドのピーク強度

は、それぞれ 4 員環、及び 3 員環の数に相関しているため、0.84 eV(1480 nm)のエネルギー

を有する光照射による多光子励起により E’-NBOHC ペアが生成する場合、D1、及び D2バン

ドのピーク強度は減少する。しかしながら、本実験において NBOHC の生成が、検出限界

である 2 ×1012 cm-3 の欠陥中心濃度以下であったため、D1、及び D2バンドのピーク強度の

明らかな減少は観測されなかったと考えられる。 また、1900 時間の照射実験後に SCF の

張力測定を行い、光ファイバの機械的な劣化が起こらないことを確認している。さらに、

500 時間の高出力光照射実験（通算 2400 時間照射）を行い、損失係数スペクトル、及び規

格化ラマン利得係数スペクトルの測定を行なったが、損失増加、及びピーク強度の減少は 
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図5-3(a) 規格化ラマン利得係数スペクトル、 

(b) 高出力光照射実験前後における規格化ラマン利得係数の差分 

 

観測されなかった。 

 

5.3.3 DSF の光学特性変化 

図 5-4 は、8.5 W の高出力レーザーを 2000 時間照射実験前後における DSF の損失係数ス

ペクトルを示す。高出力光照射実験は、室温環境下で行なった。図中の実線及び破線は、

それぞれ照射実験前及び 2000 時間照射実験後の測定結果を示す。図 5-4 より、波長 600 か

ら 1600 nm において、照射実験前後における損失係数スペクトルの明らかな相違は観測さ

れないことがわかる。したがって、波長 1480 nm の 8.5 W(22 MW/cm2)のエネルギーを有す

る光を、DSF に 2000 時間した場合においても、光通信波長帯域における損失係数への影響

は無視できる程小さいものと考えられる。また、波長 1480 nm、8.5 W のレーザー光を 2000

時間照射後の GeE’センターの生成を調査するため、光スペクトラムアナライザにより、波

長 740 nm における SHG パワーを測定し、光強度が観測されないことを確認した。したが 
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図 5-4 損失係数スペクトル 

 

って、SHG パワーは検出限界以下であり、その変換効率は 10-9 より小さいことが推測され

る。0.84 eV(1480 nm)のエネルギー照射では、GeE’センターを生成するために必要とされる

5 eV 以上のエネルギーを得るために、多光子吸収が必須となる。しかしながら、波長 1060 nm

の連続波モードロックレーザーを用いた SHG 発生実験においては、300 W のピークパワー

において SHG が観測されないとの報告がある[5-24]ことから、本実験における 8.5 W のエネ

ルギーは、多光子吸収によって GeE’センターを生成するためには非常に小さかったものと

考えられる。 

図 5-5(a)は、高出力光照射実験前後の、5～20 THz の周波数領域における DSF の規格化ラ

マン利得係数スペクトルを示す。図中の実線、及び破線は、それぞれ照射実験前、及び 2000

時間照射実験後の測定結果を示す。2000 時間照射前後のそれぞれのスペクトル形状変化を

調査するため、図 5-5(a)は13.2 THzのピークが 1となるように規格化したスペクトルを示す。

さらに、図 5-5(b)は 2000 時間の高出力光照射実験前後における規格化ラマン利得係数の差

分を示す。高出力光照射実験後の規格化ラマン利得係数スペクトルは、実験誤差の範囲内 
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図5-5(a) 規格化ラマン利得係数スペクトル、 

(b) 高出力光照射実験前後における規格化ラマン利得係数の差分 

 

で照射実験前のスペクトルとほぼ重なり、その差は±5 %未満であった。ゲルマニウムドー

プファイバにおいては、SHG 過程を伴って D1 バンドの強度と D2 バンドの形状が変化する

ことが報告されている[5-25]。しかしながら、本実験では 2000 時間の高出力光照射による

SHG 発生は観測されなかったことから、規格化ラマン利得係数スペクトルにおける D1バン

ドの強度と D2 バンドの形状変化も観測されなかったものと考えられる。 

 

5.4 長期信頼性 

図 5-1 から図 5-4 における実験結果より、SCF における欠陥生成が吸収した光エネルギー

の多光子過程のみで発生する場合、S、C、並びに L バンドの光通信波長帯域における数ワ

ットの光照射においては、SCF の欠陥生成は観測されず、長期的な信頼性が確保できると

想定される。光誘起欠陥の生成数は式(5-8)に示され、2 光子吸収による欠陥形成もこの式に

よって求めることができると考えられる[5-7]。 
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図 5-6 照射光パワーに対する耐用年数 

 

τ
NkI

dt
dN m −=                                                       (5-8) 

ここで、N、t、k、I、m、並びに τ は、それぞれ欠陥数、照射時間、光子吸収の断面積に比

例する定数、入射光強度、価電子帯電子を伝導帯へ励起するために必要な光子数、並びに

欠陥緩和時間である。ここで、簡易化のために τ の単一緩和時間を想定する。これまで SCF

における光誘起欠陥の緩和時間に関する報告が無いため、最悪値として τ = ∞とする。また、

式(5-8)を式(5-9)に変換する。 

N = kImt                                                            (5-9) 

上記の NBOHC の生成に関する考察、またアモルファス SiO2 の光学バンドギャップが 9 eV

であるという報告[5-26]に基づき、S、C、並びに L バンドにおける入射光強度において、光

誘起欠陥を発生させるために必要な m は、10 以上となる。また、DSF においては、GeE’

センターを発生させるために必要なエネルギーは少なくとも 5 eV である[5-18]ため、GeE’

センターを発生させるための S、C、並びに L バンドにおける入射光強度において、m は 6

以上である必要がある。図 5-6 に、式(5-9)を用いて計算した照射光パワーに対する耐用年数

を示す。ここで、耐用年数とは、光誘起欠陥の生成による損失係数スペクトル及びラマン

利得係数スペクトルへの影響が図 5-2 から図 5-5 に示した結果と同等レベルに保持される年
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数のことである。一般に、光ファイバの破断による寿命は 20 年以上とされており[5-27]、

仮に耐用年数を 20 年とした場合には、図 5-6 より、SCF で 5 W 以下、DSF で 4 W 以下の光

パワーで使用することが望ましいことが分かる。光ファイバ運用上の安全性の観点から、

光ファイバにおける励起光パワーの最大値は 500 mW であり[5-28]、20 年の耐用年数には十

分耐えうる値であることから、石英系の光ファイバを用いた DRA 伝送において高出力光に

対する信頼性が長期的に確保できることが明らかとなった。 

 

5.5 まとめ 

本章では、純石英コア及びゲルマニウムを石英に添加したコアを有する光ファイバを想

定し、純石英及びゲルマニウムを添加した石英における高出力光照射による光誘起欠陥の

生成について、実験により調査を行った。また、多光子過程による光誘起欠陥の生成と高

出力光照射時間の関係から長期信頼性について検討を行った。本章で得られた結果を以下

にまとめる。 

 SCF に波長 1480 nm の 8 W の光を 1900 時間照射して、照射前後における損失係数ス

ペクトル及びラマン利得係数スペクトル形状を調査し、各スペクトル形状に変化が

ないことを確認した。純石英ガラスでは、数 eV のエネルギー照射により光誘起欠陥

である NBOHC が生成されるが、光通信で用いられる波長における光エネルギーか

ら NBOHC を生成するためには、10 光子以上の多光子励起が必要であり、さらに、

多光子吸収では吸収断面積が非常に小さいため、検出限界以上の NBOHC を生成す

ることは困難であることを明らかにした。 

 DSF に波長 1480 nm の 8.5 W の光を 2000 時間照射して、照射前後における損失係数

スペクトル及びラマン利得係数スペクトル形状を調査し、各スペクトル形状に変化

がないことを確認した。ゲルマニウムを添加した石英ガラスでは、数 eV のエネルギ

ー照射により SHG が発生し、GeE’センターが生成されるが、今回用いた光通信波長

帯域の光源では SHG を発生することが困難であり、GeE’センターの生成に至らない

ことを明らかにした。 

 多光子過程によって光誘起欠陥が生成するための光強度と照射時間の関係を検討し、

SCF で 5 W 以下、DSF で 4 W 以下の励起光入射では、光誘起欠陥の生成による損失
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係数スペクトル及びラマン利得係数スペクトルへの影響が測定結果と同等レベルに

保持される耐用年数は 20 年以上であり、これは光ファイバ運用上の安全性の観点か

ら制限される、光ファイバにおける励起光パワーの最大値の 500 mW よりも非常に小

さく、石英系の光ファイバを用いた DRA 伝送における高出力光に対する信頼性が長

期的に確保できることを明らかにした。 
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第 6 章：結論 

本論文は、光ファイバの伝送容量を拡大することを目的とした DRA を適応した WDM 伝

送システムにおいて、伝送性能を向上するための最適な光ファイバの設計に関する研究成

果をまとめたものである。第 2 章から第 5 章までの結論をまとめると以下のようになる。 

第 2 章では、ゲルマニウムまたはフッ素を添加した石英系の充実型光ファイバの光ファ

イバ構造とラマン特性の関係について検討し、ラマン利得係数がファイバコアにおけるゲ

ルマニウムまたはフッ素の添加量に依存して増減することを明らかにした。また、システ

ム設計の際に必要となるラマン利得率スペクトルは、偏回帰係数及び任意の評価周波数シ

フトにおけるラマン利得率を求めておくことにより、重回帰分析によって評価可能である

ことを明らかにした。さらに、SNR 改善効果及び 10-9 の BER に相当する Q 値を達成する有

効入射信号光パワー幅に着目して検討を行い、DRA を適応した WDM 伝送システムのため

の光ファイバの最適条件は、純石英コア及び実効断面積の拡大化であることを明らかにし

た。比屈折率差及び実効断面積の最適条件に加え、遮断波長、曲げ損失、並びに波長分散

特性を考慮した場合、88 µm2 の実効断面積を有する SCF が実現可能であり、0.5 W の励起

光パワーを使用することにより 24 dB の有効入射光パワー幅が得られ、2 dBm 以下のトータ

ル入射信号光パワーを使用することにより 2 dB 以上の Q 値改善効果が得られることを明ら

かにした。 

第 3 章では、純石英をコアとした PCF におけるラマン特性について検討し、PCF のラマ

ン利得スペクトル及びラマン利得係数の波長特性が SCF とほぼ同等であることから、PCF

のコア中に存在する SiO の分子結合状態が SCF と同等であり、信号光及び励起光のコアに

おける閉じ込め効果も SCF と同程度であることを明らかにした。DRA を適応した広波長帯

域における単一波長及び C バンドにおける WDM 伝送において 1.5 dB 以上の SNR 改善効

果を実証した。また、試作した PCFのファイバパラメータを用いた広波長帯域における DRA

の適応性について検討し、800 nm から 1600 nm の信号波長において 3 dB 以上の SNR 改善

効果が見込まれることを示した。さらに、超大容量・超長距離光伝送を実現する実効断面

積拡大 PCF の設計を行い、設計条件として規格化空孔直径及び空孔間隔をそれぞれ 0.4 及

び 10 µmとすることにより、Sから Lバンド帯における実効断面積が約 135 µm2一定となり、

3.5 dB 以上の SNR 改善効果を得られ、充実型光ファイバよりも 2 dB 大きい 26 dB の有効入

射信号光パワー幅が得られることを明らかにした。 
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第 4 章では、均一なファイバパラメータを有する既存光ファイバ伝送路の伝送性能向上

を目的とし、光ファイバの長手方向に沿って線形にラマン利得率を変化させた RG-DF を用

いた後方励起による DRA 伝送システムにおけるラマン増幅特性及び伝送特性を検討し、光

ファイバの長手方向に線形にラマン利得率が増大する RG-DF を用いることによって、後方

励起光パワーに対するラマンゲインが増大し、結果として高い SNR 改善効果を得られるこ

とを明らかにした。また、RG-DF のラマン利得率変化量が増大するとともに、RG-DF を適

応した場合の SNR 改善効果の最大値が増大し、RG-DF の最適な長さは有効相互作用長に依

存することを明らかにした。さらに、階段型の屈折率分布を仮定した RG-DF の設計領域を

調査し、波長 1550 nm の 1 チャネル伝送を想定した遮断波長、曲げ損失、並びに波長分散

特性より、比屈折率差は 0.64 から 1.4 %で設計可能であり、そのときのラマン利得率は 0.9

から 2.9 Wkm-1で使用可能であることを明らかにした。得られる RCR の最大値は 0.53 であ

り、約 8 kmのファイバ長を用いて 1.3 dBのSNR改善効果が得られることを明らかにした。 

第 5 章では、純石英コア及びゲルマニウムを石英に添加したコアを有する光ファイバを

想定して、DRA 伝送システムにおける高出力光照射による光誘起欠陥の生成について検討

し、SCF 及び DSF に波長 1480 nm、数 W の連続光を約 2000 時間にわたって連続照射を行

い、いずれの光ファイバにおいても照射実験前後のラマンスペクトル及び損失係数スペク

トルのスペクトル形状に変化がないことを確認し、本実験では光通信で用いられる波長に

おける光エネルギーによる多光子過程によって生成される NBOHC または GeE’センターの

損失係数スペクトル及びラマン利得係数スペクトルへの影響が認められないことを示した。

また、SCF で 5 W 以下、DSF で 4 W 以下の励起光入射では、光誘起欠陥の生成による損失

係数スペクトル及びラマン利得係数スペクトルへの影響が測定結果と同等レベルに保持さ

れる耐用年数は 20 年以上であり、これは光ファイバ運用上の安全性の観点から制限される、

光ファイバにおける励起光パワーの最大値の 500 mW よりも非常に小さく、石英系の光ファ

イバを用いたDRA 伝送において高出力光に対する信頼性が長期的に確保できることを明ら

かにした。 

DRA 伝送システムは、集中定数型の光増幅器のみで構成される伝送システムに対して、

光ファイバ 1 心における伝送容量を拡大するまたは伝送距離を長距離化することを可能と

する。本研究の研究成果は、既存の DRA 伝送システムにおいて更なる伝送性能向上の効果

を有しており、既存伝送システムの更なる大容量化及び長距離化を可能とし、より快適な

ネットワークサービス提供への貢献が期待される。 
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記号一覧 

第一章で用いた記号 

C：最大伝送容量 

WS：信号帯域 

SNR：信号対雑音比 

ncore：コアの屈折率 

nclad：クラッドの屈折率 

θc：臨界角補角 

W：モードフィールド径 

r：軸中心からの距離 

φ(r)：電界強度 

F(θ)：FFP の光強度分布 

αC：接続損失 

N：伝搬モード数 

a：コア半径 

λ：波長 

λC：遮断波長 

PT(λ)：透過光パワー 

PR(λ)：基準光パワー 

R：曲げ半径 

αB：曲げ損失 

κ：横方向の伝搬定数 

γ：横方向の伝搬定数 

β：導波モードの伝搬定数 

k：波数 

K1：第 2 種変形ベッセル関数 

PStraight：直線時の光ファイバの出射光 

PBend：曲げ付与時の光ファイバの出射光 

D：波長分散 
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c：光速 

N1：コアの群屈折率 

N2：クラッドの群屈折率 

υ：規格化周波数 

b：規格化伝搬定数 

f：周波数 

τ：群遅延時間 

ϕ：位相差 

 

第二章で用いた記号 

∆1：コアと純石英との比屈折率差 

ncore：コアの屈折率 

nSiO2：純石英の屈折率 

∆：コアとクラッドとの比屈折率差 

nclad：クラッドの屈折率 

L：ファイバ長 

αP： λP における損失係数 

λP：励起波長 

Aeff-S：λSにおける実効断面積 

Aeff-P：λPにおける実効断面積 

λS：信号波長 

gR：ラマン利得係数 

P1：信号光のみを入射した状態の出射光パワー 

P2：励起光のみを入射した状態の出射光パワー 

P3：信号光と励起光をともに入射した状態における出射光パワー 

CR：ラマン利得率 

Aeff：実効断面積 

PP：入射励起光パワー 

Leff：有効相互作用長 
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WS：λSにおけるモードフィールド径 

WP：λPにおけるモードフィールド径 

αP： λP における損失係数 

F：周波数シフト 

gRcore：コアのラマン利得係数 

gRSiO2：純石英のラマン利得係数 

gRcore-Ge：ゲルマニウムドープファイバのラマン利得係数 

gRcore-F：フッ素ドープファイバのラマン利得係数 

CReff(F)：F における実効的なラマン利得率 

r：軸中心からの距離 

gR(r,F)：r におけるラマン利得係数 

φ(r,λS)：r における電界強度 

gReff(F)：F における実効的なラマン利得係数 

gRcore(F)：コア(r = 0)のラマン利得係数 

gRclad(F)：クラッド(r = ∞ )のラマン利得係数 

a：コア半径 

CReff (Fi)：λP から i 番目(i=1, 2, …, l)の周波数シフト Fiにおける実効的なラマン利得率 

Fk：推定される部分集合の k 番目の評価周波数シフト 

CReff (Fk) ：Fk における実効的なラマン利得率 

ntotal：評価周波数シフトの総数 

C1ik：i×k 個の要素で構成される行列式である偏回帰係数 

RSNR：SNR 改善効果 

SNREDFA：EDFA のみを増幅技術として使用した場合の SNR 

NFEDFA：EDFA のみを増幅技術として使用した場合の NF 

SNREDFA+DRA：EDFA と DRA を併用させた場合の SNR 

NFEDFA+DRA：EDFA と DRA を併用させた場合の NF 

RN：非線形性 

GNet：ネットゲイン 

NASE：ASE による光雑音パワー密度 

hν：フォトンエネルギー 
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PDRS：DRS による雑音パワー 

Be：電気フィルタ幅 

Bo：光フィルタ幅 

GR：ラマンゲイン 

TL：伝送損失 

PB：後方励起光パワー 

αS：λS における損失係数 

αIR：赤外吸収損失 

Pin：入射信号光パワー 

R：レイリー散乱係数 

γ：非線形係数 

n2：非線形屈折率 

B：伝送速度 

D：波長分散 

RSNR-max：RSNR の最大値 

PB-opt：最適な後方励起光パワー 

Pin-min：最小入射信号光パワー 

Pin-max：最大入射信号光パワー 

PW：有効入射信号光パワー幅 

S：分散スロープ 

λC：遮断波長 

αB：曲げ損失 

λ0：零分散波長 

Aeff-max：最大実効断面積 

RQ：Q 値改善効果 

QEDFA：EDFA のみを増幅技術として使用した場合の Q 値 

QEDFA+DRA：EDFA と DRA を併用させた場合の Q 値 

Pin-totoal：トータル入射信号光パワー 

 

第三章で用いた記号 
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d：空孔直径 

Λ：空孔間隔 

d/Λ：規格化空孔直径 

α：損失係数 

Aeff：実効断面積 

D：波長分散 

λC：遮断波長 

L：ファイバ長 

λP：励起波長 

F：周波数シフト 

gR：ラマン利得係数 

Prec：受光パワー 

PB：後方励起光パワー 

Pin：入射信号光パワー 

RSNR：SNR 改善効果 

R：レイリー散乱係数 

B：伝送速度 

Be：電気フィルタ幅 

Bo：光フィルタ幅 

RSNR-max：最大 SNR 改善効果 

PB-opt：最適な後方励起光パワー 

λS：信号波長 

αS ：λS における損失係数 

Prec-min：最小受光レベル 

Llim：伝送距離限界 

PB-max：後方励起光パワーの最大値 

h：プランク定数 

c：光速 

ns：1 ビット当たりの信号光電子の平均数 

η：量子効率 
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αB：曲げ損失 

λ：波長 

 

第四章で用いた記号 

CR(i)：i 番目のセグメントにおけるラマン利得率 

gR(i)：i 番目のセグメントにおけるラマン利得係数 

Aeff(i)：i 番目のセグメントにおける実効断面積 

∆L(i)：i 番目のセグメントにおける長さ 

RSNR：SNR 改善効果 

NFEDFA+DRA ：EDFA と DRA を併用させた場合の雑音指数 

RN：非線形性 

NASE：ASE による光雑音パワー密度 

hν：フォトンエネルギー 

PDRS：DRS による雑音パワー 

Be：電気フィルタ幅 

Bo：光フィルタ幅 

Leff：有効相互作用長 

TEDFA(i)：i 番目のセグメントにおける EDFA のみを使用した場合の伝送損失 

TEDFA+DRA(i)：i 番目のセグメントにおける EDFA と DRA を併用させた場合の伝送損失 

GR(i)：i 番目のセグメントにおけるラマンゲイン 

γEDAF+DRA(i)：i 番目のセグメントにおける EDFA と DRA を併用させた場合の非線形係数 

γEDFA(i)：i 番目のセグメントにおける EDFA のみを使用した場合の非線形係数 

P(i)：i 番目のセグメントにおける光伝送パワー 

NFEDFA：EDFA の NF 

αEDFA+DRA(i)：i 番目のセグメントにおける EDFA と DRA を併用させた場合の信号波長の損

失係数 

αEDAF(i)：i 番目のセグメントにおける EDFA のみを使用した場合の信号波長の損失係数 

αP(i)：i 番目のセグメントにおける励起波長の損失係数 

RF(i)：i 番目のセグメントにおけるレイリー散乱係数 



108 
 

PP：後方励起光パワー 

W(i)：i 番目のセグメントにおける MFD 

GR：ラマンゲイン 

PASE：ASE 雑音パワー 

Prec：受光パワー 

Pin：入射信号光パワー 

RSNR-max：最大 SNR 改善効果 

Aeff：実効断面積 

RCR：ラマン利得率の変化量 

CR-input：RG-DF の信号入射側における CR 

CR-output：RG-DF の信号出射側における CR 

∆1：コアと純石英との比屈折率差 

RSNR_without_RG-DF：長手方向において均一なファイバパラメータを有する光ファイバのみを伝

送路として用いた場合の RSNR 

RSNR_with_RG-DF：均一なファイバパラメータを有する光ファイバに RG-DF を組み合わせて伝

送した場合の RSNR 

RSNR-RGDF：RG-DF を適応した場合の RSNR 

LRG-DF：RG-DF の長さ 

λC：遮断波長 

αB：曲げ損失 

D：波長分散 

λ0：零分散波長 

∆2：第一クラッドと純石英との比屈折率差 

a1：コア及び第一クラッドにおける半径 

a2：コア及び第一クラッドにおける半径 

R∆：相対比屈折率差 

Ra：相対コア半径 

 

第五章で用いた記号 
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P0
cr：ラマン閾値を得るための臨界励起光パワー 

Aeff：実効断面積 

gR：ラマン利得係数 

Leff：有効相互作用長 

Nc：欠陥中心の濃度 

f：振動子強度 

n：ファイバコアの屈折率 

α：吸収バンドのピークにおける吸収係数 

ω：半値全幅 

N：欠陥数 

t：照射時間 

k：光子吸収の断面積に比例する定数 

I：入射光強度 

m：価電子帯電子を伝導帯へ励起するために必要な光子数 

τ：欠陥緩和時間 
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用語一覧 

AMP (Amplifier)：集中定数型光増幅器 

APC (Angled physical contact)：斜め研磨 

ASE (Amplified spontaneous emission)：自然放出光 

ATT (Attenuator)：光減衰器 

BER (Bit error rate)：符号誤り率 

BPF (Band-pass filter)：光バンドパスフィルタ 

BTB (Back-to-back)：バックトゥーバック 

COM (Combiner)：結合器 

CWDM (Coarse wavelength division multiplexing : CWDM)：粗密度 WDM 

DCFM (Dispersion compensating fiber module)：分散補償モジュール 

DFB (Distributed feedback)：分布帰還型 

DRA (Distributed Raman amplification) : 分布ラマン増幅 

DRS (Double Rayleigh scattering)：二重レイリー散乱 

DSF (Dispersion shifted fiber)：分散シフトファイバ 

DWDM（Dense wavelength division multiplexing)：高密度 WDM 

ECL (External cavity laser)：外部共振器型レーザー 

ED (Error detector)：誤り率検出器 

EDFA (Erbium doped fiber amplifier)：エルビウム添加光ファイバ増幅器 

ESM (Endlessly single mode)：エンドレスリーシングルモード 

FBG (Fiber Bragg Grating)：ファイバブラッググレーティング 

FDF (Fluorine doped optical fiber)：フッ素ドープファイバ 

F-EDFA (Erbium doped fluoride fiber amplifier)：エルビウム添加フッ化物ファイバ増幅器 

FFP (Far field pattern)：遠方出射パターン 

GEC (Germanium electron center)：Ge イオン 

GFD (Germanium doped optical fiber)：ゲルマニウムドープファイバ 

GVD (Group velocity dispersion)：群速度分散 

ITU-T (International Telecommunication Union Telecommunication Standardization Sector)：国際

電気通信連合電気通信標準化部門 
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LN (LiNbO3)：ニオブ酸リチウム 

LOM (Longitudinal optical mode)：縦光学モード 

MFD (Mode field diameter)：モードフィールド径 

MUX (Multiplexing)：合波器 

NBOHC (Non Bridging Oxygen Hole Center)：非架橋酸化ラジカル 

NF (Noise figure)：雑音指数 

NFP (Near field pattern)：出射端面上の光強度分布 

NRZ (Non-return-to-zero)：非ゼロ復帰 

OSA (Optical spectrum analyzer)：光スペクトラムアナライザ 

OSC (Optical sampling oscilloscope)：光サンプリングオシロスコープ 

PCF (Photonic crystal fiber)：フォトニッククリスタルファイバ 

PC (Polarization controller)：偏波コントローラ 

PD (Photo detector)：フォトディテクタ 

PDFA (Praseodymium doped fiber amplifier)：プラセオジウム添加光ファイバ増幅器 

PPG (Pulse pattern generator)：パルスパターン発生器 

PRBS (Pseudo- random bit sequence)：擬似ランダムシーケンス 

RFL (Raman fiber laser)：ラマンファイバレーザー 

RG-DF (Raman gain efficiency distributed fiber)：ラマン利得率分布型光ファイバ 

SCF (Silica core optical fiber)：純石英コアファイバ 

SHG (Second harmonic generation)：第二高調波 

SLD (Super luminescent diode)：スーパールミネッセントダイオード 

SMF (Single mode fiber)：1.3μm 帯零分散単一モードファイバ 

SNR (Signal to noise ratio)：信号対雑音比 

SOA (Semiconductor optical amplifier)：半導体光増幅器 

SPM (Self-phase modulation)：自己位相変調 

SSF (Split-step Fourier)スプリットステップフーリエ法 

STH (Self-trapped hole)：自己トラップホールセンター 

TDFA (Thulium doped fiber amplifier)：ツリウム添加光ファイバ増幅器 

TDM (Time division multiplexing) : 時分割多重 

TOM (Transverse optical mode)：横光学モード 
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TSL (Titanium sapphire laser) ：チタンサファイアレーザー 

VAD (Vapor Axial Deposition)：気相軸付け法 

WDM (Wavelength division multiplexing) : 波長分割多重 

YDFA (Ytterbium doped fiber amplifier)：イッテルビウム添加ファイバ増幅器 

YFL (Ytterbium fiber laser)：イッテルビウムファイバレーザー 
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